


はじめに 

 

宇城市では、平成17年度に次世代育成支援対策推進法に

もとづく「宇城市次世代育成支援行動計画」を策定するとと

もに、平成21年度には「宇城市次世代育成支援後期行動計

画」を策定し、社会全体で子育てができる環境づくりに向け、

子育て中の親だけではなく、「社会の宝」「将来の夢」であ

る次代を担う子どもたちが安全に健やかに伸び伸びと育つ

まちづくり、愛情に満ちた子育てができる魅力あるまちづく

りを推進してきました。 

こうしたなか、国では平成24年8月に子ども・子育て関

連3法を成立させ、市町村において新たな子ども・子育て支援事業計画の策定が義務付け

られました。この3法の趣旨には、「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすと

の考えを基本に、幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するも

のとされています。  

このような背景のもと、宇城市においても、宇城市次世代育成支援行動計画等の実績を

ふまえ、市における子育て支援施策の具体的かつ総合的な計画として、『すこやか宇城っ

子プラン』を策定しました。 

本計画を推進するためには行政による公的な対応だけでなく、家庭・地域・学校・事業

所など地域全体がそれぞれの役割を認識し、相互に連携しながら子育て支援のネットワー

クを築いていくことが重要となります。 

今後は「宇城市子ども・子育て会議」委員の皆様方に、事業の評価や分析、提言等を頂

きながら、地域と一体となって施策の推進と進行管理に務めてまいります。 

最後になりますが、アンケート調査などで貴重なご意見を賜りました市民の皆様方、並

びに計画策定にご尽力いただきました関係者の方々に深く感謝し、心から厚くお礼を申し

上げます。  

 

平成27年3月       

宇城市長 守田 憲史 
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１．計画策定の背景及び趣旨 

 
 

わが国では、平成 2 年の「1.57 ショック※」を契機に少子化の問題が大きく取り

上げられるようになり、平成 6 年 12 月のエンゼルプランの策定を皮切りに、少子化

の流れを変えるための施策が実施されてきました。また、平成 22 年 1 月に閣議決定

した「子ども・子育てビジョン」では、それまでの「少子化対策」から「子ども・子

育て支援」へと視点を移し、社会全体で子育てを支えるとともに、「生活と仕事と子

育ての調和」を目指すこととされました。  

本市においては、平成 18 年 3 月に、次世代育成支援対策推進法に基づく「宇城市

次世代育成支援行動計画」を策定し、その後、平成 21 年度に見直しを行いました。

平成 22 年 3 月に、平成 22～26 年度を計画期間とする「宇城市次世代育成支援後

期行動計画」を策定し、国の動向を踏まえつつ、子どもと子育て家庭の総合的な支援

を進めてきたところです。  

しかしながら、子どもや子育てをめぐる環境は依然厳しく、核家族化や地域のつな

がりの希薄化により、子育てに不安や孤立感を覚える家庭も少なくありません。また、

就労形態の多様化や女性の社会進出に伴い、保育ニーズは年々増大しており、都市部

を中心に保育所においては待機児童問題が深刻化しています。  

こうした中、平成 24 年 8 月に、子ども・子育て支援法をはじめとする「子ども・

子育て関連 3 法」が成立しました。平成 27 年度から、「質の高い幼児期の学校教育、

保育の総合的な提供」「保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善」「地域の子ど

も・子育て支援の充実」を柱とする『子ども・子育て支援新制度』が本格施行され、

子ども・子育て支援のさらなる充実を図ることとされています。 

また、10 年間の時限立法であった次世代育成支援対策推進法も平成 37 年 3 月末

までの延長が決まり、次世代育成支援対策のさらなる推進・強化が求められています。 

このような流れを受け、本市においても、子どもの健やかな成長のために適切な環

境が等しく確保されるよう、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制

の確保とそれに関連する業務の円滑な実施に関する計画の策定が必要となります。 

「宇城市次世代育成支援後期行動計画」が平成 26 年度に最終年度を迎えたことか

ら、同計画によるこれまでの取り組みとその成果を引き継ぎつつ、新たな計画として

「すこやか宇城っ子プラン」を策定することとしました。 
 

※「1.57 ショック」 

 平成元年の合計特殊出生率（15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女

性が生涯に産む平均子ども数に相当するとされる）が 1.57 と、「ひのえうま」という特殊要因に

より過去最低であった昭和 41 年の 1.58 を下回ったことが判明したときの衝撃。 
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２．計画の性格と位置づけ 

 
 

この計画は、次世代育成支援対策推進法第 8 条第 1 項に規定する「次世代育成支

援対策の実施に関する計画（市町村行動計画）」と、子ども・子育て支援法第 61 条

第１項に規定する「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保そ

の他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（市町村子ども・子育て支援事

業計画）」を一体的に策定するものです。 

策定にあたっては、子ども・子育て支援法に基づく基本指針及び次世代育成支援行

動計画策定指針を踏まえ、県の「子ども・子育て支援事業計画」や、市の上位計画で

ある「宇城市総合計画」をはじめとする市の各種関連計画との整合性を図りました。 

 
 

 

３．計画の期間 

 
 

この計画は、平成 27 年度を初年度とし、平成 31 年度を目標年度とする 5 か年計

画とします。 

 
 

 

４．計画の基本理念 

 
 

～人、自然、文化きらめく市：うき ～ 

 

本市では、豊かな文化・自然を背景に次代を担う子どもたちを地域全体で応援し、

健やかに育ち魅力ある子育てができるまちづくりを目指します。 
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５．計画の基本的な視点と基本目標 

 
 

計画の基本理念を実現するために、下記に挙げる３つの視点を設定しました。 

 

■ 基本的な視点 

① 子どもが主体の視点 

 

② 子育て家庭を支える視点 

 

③ 社会全体で子育ち子育てを支援する視点 

 

 

 

 

 

本計画の実現に向けて、基本理念の下、計画の基本目標を以下の３つに設定しま

す。 

 

■ 基本目標 

① 子どもがのびやかでたくましく成長できるまちづくり 

 

② 安心して子どもを生み育てられるまちづくり 

 

③ 社会全体で子育ち子育てを支援するまちづくり 
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６．計画の体系 

 
 

3 つの基本目標のそれぞれについて、その達成のための基本方針を設定し、第 3

章において、それに対応した具体的施策の現状と課題及び今後の方向性を明らかに

します。 

また、第 3 章の具体的施策のうち、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

については、第 4 章において、その量の見込みと提供体制の確保方策等について定

めることとします。 

 

 １．子どもの権利が大切にされる環境づくり

 ２．子どもの健やかな育ちを支える環境の充実

 ３．充実した学校教育等の推進

 ４．配慮を必要とする子どもへの支援

 １．安心して妊娠・出産できる環境づくり

 ２．子育て家庭に対する相談・情報提供の充実

 ３．援助を必要とする子育て家庭への支援

 ４．子育て家庭に対する経済的な支援

 １．地域における子育て支援ネットワーク

 ２．働きながら子育てしやすい環境の充実

 ３．子どもにやさしいまちづくり

基本方針基本目標

～
 

人
、
自
然
、
文
化
き
ら
め
く
市
・
う
き
 

～

基本理念

Ⅰ　子どもがのびやかで
　　たくましく成長でき
　　るまちづくり

Ⅲ　社会全体で子育ち
　　子育てを支援する
　　まちづくり

Ⅱ　安心して子どもを
　　生み育てられる
　　まちづくり
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７．計画の策定体制 

 
 

（１）宇城市子ども・子育て会議の設置 

本計画を策定するにあたり、幅広い分野からの意見を踏まえ、子ども・子育て

支援事業の推進に係る検討を行うために、「宇城市子ども・子育て会議」を設置し、

審議を行いました。 

 

（２）子ども・子育て支援新制度に関するアンケート調査の実施 

計画策定にあたり、教育・保育・子育て支援に関する現在の利用状況や今後の

利用希望を把握し、本計画で確保を図るべき教育・保育・子育て支援のサービス

量の見込みを算出するため、就学前児童及び小学１～３年生の保護者を対象に 

「子ども・子育て支援新制度に関するアンケート調査｣（以下、アンケート調査と

いう。）を実施しました。 

 
●アンケート調査の実施概要 

調査対象 市内在住の就学前児童または小学１～３年生のいる3,118世帯 

調査期間 平成26年１月21日から平成26年２月３日まで 

調査方法 郵送による配布・回収 

回収状況 配布数：3,118件、回収数：1,350件、回収率：43.3％ 

 

（３）パブリックコメントの実施 

平成 27 年 2 月 9 日から平成 27 年 2 月 28 日まで計画案を公表し、それに

対する意見を求めるパブリック・コメントを行いました。 
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１．人口等の動向 

 
 

（１）人口の推移 

  ①総人口 

本市の平成 26 年 3 月末現在の総人口は、男性 29,197 人、女性 32,507 人の

計 61,704 人です。60 代前半の人口が最も多く、30 歳未満の若い世代の人口が

少なくなっていることがわかります。 

現在の 30 代に比べ、これから結婚適齢期を迎える 20 代前半の人口が少ないこ

とから、今後さらに少子化が進むことが懸念されます。 

  

1,217

1,301

1,351

1,422

1,372

1,499

1,691

1,755

1,753

1,785

1,952

2,237

2,524

2,273

1,996

2,058

1,833

1,426

1,062

0 1,000 2,000 3,000

女性　32,507人

(人)1,346

1,366

1,455

1,478

1,340

1,451

1,660

1,752

1,744

1,659

1,797

2,092

2,579

2,121

1,736

1,495

1,175

670

281

01,0002,0003,000

   0-4

   5-9

 10-14

 15-19

 20-24

 25-29

 30-34

 35-39

 40-44

 45-49

 50-54

 55-59

 60-64

 65-69

 70-74

 75-79

 80-84

 85-89

 90歳～

男性　29,197人

(人)

 総人口 61,704人

資料：住民基本台帳（含外国人登録者）

宇城市の人口ピラミッド（平成26年3月末現在）
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②年齢３区分別人口の推移 

人口の推移を見ると、平成 12 年以降、全体の人口は減少傾向にありますが、年

齢３区分別にみると、年少人口（15 歳未満）は減少、高齢者人口（65 歳以上）は

増加傾向にあることから、少子高齢化が確実に進んでいる状況がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

   

③自然動態－出生数と死亡数の推移－ 

ここ 20 年間の出生数、死亡数の推移を見ると、本市では、出生数は横ばい傾

向、死亡数は増加傾向にあり、死亡数が出生数を上回る自然減の状態が続いてい

ます。 

平成 25 年は出生数 523 人に対し死亡数 740 人と、217 人の自然減となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

年齢３区分別人口の推移

12,220 11,083 9,882 8,740 8,290

40,236 40,031 39,303 38,258 36,434

10,945 12,894 14,783 16,091 17,154

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

(人)

65歳以上

15～64歳

15歳未満

資料：国勢調査

63,401 64,008 63,968
61,878

63,089

(各年10月１日現在)

出生数と死亡数の推移

563
500 500

537 523

597 589 602

688
740

0

200

400

600

800

1,000

平成５年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

(人)

出生数

死亡数

資料：熊本県推計人口調査
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④社会動態－転入数と転出数の推移－ 

ここ 20 年間の転入数、転出数の推移を見ると、本市では、平成 15 年以降転出

数が転入数を上回る社会減の状態が続いており、平成 25 年は転入数 2,031 人に

対し転出数 2,129 人と、98 人の社会減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）婚姻・離婚件数の推移 

婚姻件数は、結婚適齢人口の多少に影響を受け、年によってばらつきが見られます

が、平成 25 年は 954 件となっており、平成 17 年と比べると 94 件の減少となっ

ています。 

一方、離婚件数は、横ばいないし緩やかな減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

婚姻・離婚件数の推移

1,048
979 989

939 954

246 238 235
209 211

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成17年 平成19年 平成21年 平成23年 平成25年

(件)

0

100

200

300

400

500

(件)
婚姻件数 離婚件数

資料：市民課

転入数と転出数の推移

2,788
2,702

2,483

2,127
2,031

2,783

2,562

2,646

2,384

2,129

1,500

2,000

2,500

3,000

平成５年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

(人)

転入数

転出数

資料：熊本県推計人口調査
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（３）未婚率の推移 

20～39 歳の男女の未婚率の推移を５歳階層別にみると、20 代前半を除くほぼす

べての階層で未婚率が上昇していることがわかります。特に、男女ともに 30 代後半

の未婚率の上昇傾向が続いていることから、晩婚化のみならず非婚化の傾向も進んで

いることがうかがえます。 

  

男性の未婚率の推移

89.2 89.0 86.9
89.6

89.5

56.2 59.1
62.5 63.1 62.6

26.9
32.8

37.6
43.0 43.2

16.2
18.8

22.3
28.8 31.3

0

20

40

60

80

100

平成２年 ７年 12年 17年 22年

(%)
女性の未婚率の推移

82.4 83.5 83.4 84.9

84.6

37.0

45.2
50.9

56.4 55.7

13.7
17.5

24.0
30.2

34.4

7.0 9.4
12.2

17.0

21.7

0

20

40

60

80

100

平成２年 ７年 12年 17年 22年

(%)

20-24歳

25-29歳

30-34歳

35-39歳

資料：国勢調査



第２章 子どもと子育て家庭を取り巻く現状

 

 - 11 -

 

（４）世帯数の推移 

平成２年からの 20 年間の世帯数の推移は以下のとおりで、総世帯数一貫して増加

傾向にあり、また、単身世帯や核家族家庭の増加等により、１世帯あたりの人数は減

少傾向にあります。 

一方、近年の離婚件数の増加に伴い、母子世帯数、父子世帯数も一貫して増加傾向

にあり、支援を必要とするひとり親家庭の増加にもつながっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

母子・父子世帯数の推移

998
1,123

1,284

1,532

1,712

129

197
222

248
270

0

500

1,000

1,500

2,000

平成2年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

(件)

0

100

200

300

400

500

(件)

母子世帯数

父子世帯数

資料：国勢調査(各年10月１日現在)

世帯数の推移 (単位：世帯)

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

総世帯数 17,921 18,865 19,893 20,583 21,079

母子世帯数 998 1,123 1,284 1,532 1,712

父子世帯数 129 197 222 248 270

１世帯当たり
の人数（人）

3.48 3.32 3.14 3.06 2.94

※各年10月１日現在 資料：国勢調査
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２．就労環境 

 
 

（１）女性の年齢階層別労働力率 

女性の労働力率を年齢階層別にみると、ほぼ国、県と同様の、いわゆる「Ｍ字カー

ブ」を描いていることがわかります。20 代後半から 30 代前半での労働力率の低下

は出産や育児による就労率の減少を、30 代後半からの増加は再就職等による就労率

の上昇を示していると考えられますが、本市及び県の「Ｍ字カーブ」は国に比べると

緩やかで、20～40 代の労働力率も国より高い数値で推移しています。これは、夫婦

共働きの割合や出産後も仕事を続ける女性の割合が国に比べるとやや高いことを示

しています。 

しかし、国に比べ緩やかとはいえ、「Ｍ字カーブ」が示すように、働き続けたくて

もそれを可能にする社会環境が十分に整備されていないために、一旦仕事を離れざる

を得ない女性も少なくありません。働きたい女性が家庭生活と職業生活を両立し、結

婚、出産、育児期にも継続して働くことができる社会環境への整備を図る必要があり

ます。 

 

女性の年齢階層別労働力率（国・県との比較）

72.4

64.7 64.0
68.4

72.2 70.5

14.9

14.1

45.7

61.8
66.0

15.2

51.0

71.2

79.982.881.5
79.076.4

79.3
72.6

14.2

0

20

40

60

80

100

15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65- (歳)

(％)

全 国

熊本県

宇城市

資料：平成22年国勢調査
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（２）母親の就労状況 

アンケート調査の結果から母親の就労状況をみると、全体の 73.8％の人が働いて

おり、夫婦共働きの世帯が一般化していることがわかります。 

また、現在就労していない母親についても、全体の 35.9％の人が「すぐにでも、

若しくは 1 年以内に」就労したいと考えていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

母親の就労状況

36.8 7.3 27.2 3.22.5 21.0 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1,349

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイトなどで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイトなどで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

資料:アンケート調査結果

現在働いていない母親の就労希望

23.9 38.3 35.9 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=326

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが大きくなったら就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答

資料:アンケート調査結果
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（３）育児休業制度の利用状況 

アンケート調査の結果から、保護者の育児休業の取得状況をみると、｢取得した（取

得中である）」と回答した人は、母親で 34.9％（無回答と働いていなかった人を除く

と 59.5％）、父親で 0.8％（無回答と働いていなかった人を除くと 0.9％）となって

おり、父親の取得は極めて低調であることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

保護者の育児休業取得状況

39.5 34.9 23.8

88.7
1.7

0.8 8.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

N=1,349

父親

N=1,249

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

資料:アンケート調査結果
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３．子育て支援サービス等の現状 

 
 

（１）保育サービス 

①認可保育所入所状況の推移（年齢別） 

平成 22 年からの認可保育所の年齢別入所状況の推移は以下のとおりです。年に

よって入所率にばらつきはありますが、０・１歳児の入所率は概ね高くなる傾向に

あります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②認可保育所の現状（保育所別） 

平成 26 年４月１日現在、市内には市立の認可保育所７施設、私立の認可保育所 14

施設の計 21 施設があり、総定員 1,800 人となっています。定員に対する入所率は

保育所によってばらつきがありますが、近年、保育所定員に関する国の弾力運用を受

け、定員を超えた受け入れを行っている保育所もあります。 

認可保育所入所状況の推移（年齢別）

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

児童総数(人) 483 474 504 477 513

入所児童数(人) 70 80 102 95 128

入所率(％) 14.5 16.9 20.2 19.9 25.0

児童総数(人) 539 507 490 511 503

入所児童数(人) 280 269 260 282 291

入所率(％) 51.9 53.1 53.1 55.2 57.9

児童総数(人) 530 534 508 512 521

入所児童数(人) 336 358 330 329 348

入所率(％) 63.4 67.0 65.0 64.3 66.8

児童総数(人) 528 529 527 504 516

入所児童数(人) 358 371 387 360 353

入所率(％) 67.8 70.1 73.4 71.4 68.4

児童総数(人) 505 530 540 533 505

入所児童数(人) 359 369 386 391 366

入所率(％) 71.1 69.6 71.5 73.4 72.5

児童総数(人) 516 506 538 547 532

入所児童数(人) 365 364 372 395 397

入所率(％) 70.7 71.9 69.1 72.2 74.6

※各年4月１日現在 資料：こども福祉課

４歳児

５歳児

０歳児

区　　　　　分

１歳児

２歳児

３歳児
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本市では、多様な保育ニーズに対応するため、特別保育の充実にも努めてきまし

た。現在、延長保育と障がい児保育は全施設で、一時預かりは 13 施設、地域子育

て支援拠点事業（子育て支援センター・子育てひろば）は６施設、休日保育は１施

設、病児・病後児保育は２施設での実施となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③その他の保育施設 

本市には、認可保育所以外に、市立の児童館３施設が原則３歳児からの保育を行っ

ているほか、私立の認可外保育施設が２施設あります。 

認可保育所の現状

延長保育
障がい児

保育
一時
預かり

子育て支援
拠点事業

休日保育
病児・病後

児保育

 大岳保育園 市 30 ○ ○ ○

 頌和保育園 私 30 ○ ○ ○ 病後児

 青海保育園 市 45 ○ ○ ○

 戸馳保育園 市 45 ○ ○ ○

 みすみ保育園 私 60 ○ ○ ○ ○

 わかき保育園 私 60 ○ ○ ○

 かもめ保育園 私 80 ○ ○ ○ ○

 白梅保育園 私 30 ○ ○

 不知火保育園 市 100 ○ ○

 ふたば保育園 私 45 ○ ○

 コスモス保育園 私 120 ○ ○

 豊川保育園 私 100 ○ ○ ○

 豊福保育園 私 150 ○ ○ ○ ○ ○ 病児・病後児

 松橋保育園 市 150 ○ ○

 当尾保育園 私 80 ○ ○

 大空保育園 私 100 ○ ○ ○

 海東保育園 私 65 ○ ○ ○ ○

 河江保育所 市 120 ○ ○

 白百合保育園 私 150 ○ ○ ○

 妙音寺幼楽園 私 90 ○ ○ ○

 豊野保育園 市 150 ○ ○ ○ ○

1,800 21施設 21施設 13施設 6施設 1施設 2施設

※平成26年4月１日現在 資料：こども福祉課

特別保育等の実施状況

施　設　名
市立
私立

定員
（人）

計
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（２）幼稚園教育 

幼児期における教育の重要性から、幼稚園教育に対する社会的要請は年々高まっ

ていますが、一方で、近年の少子化と保育需要の増大により、園児数は定員を下回

った状態が続いています。平成 26 年５月１日現在、市内には４つの私立幼稚園が

あり、総定員数は 490 人に対し就園児数は 397 人で、対定員比 81.0％となって

います。また、全園で午後６時までの預かり保育を実施しています。 

平成 22 年からの幼稚園の年齢別入園状況の推移は以下のとおりで、３歳児の就

園率が高くなる傾向にあります。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）放課後児童健全育成事業 

両親が共働きなどの留守家庭の子どもたちの放課後等における健全育成を目的と

する放課後児童健全育成事業については、市内 15 の学童保育所（直営２・法人４・

保護者会９）で実施されています。 

平成 26 年 4 月 1 日現在の利用者数は 680 人（低学年：609 人、高学年：71 人）

となっています。 

 

 

幼稚園の就園状況の推移（年齢別）

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

 児童総数(人) 528 529 527 504 516

 園児数(人) 103 117 104 128 154

 就園率(％) 19.5 22.1 19.7 25.4 29.8

 児童総数(人) 505 530 540 533 505

 園児数(人) 118 113 130 117 122

 就園率(％) 23.4 21.3 24.1 22.0 24.2

 児童総数(人) 516 506 538 547 532

 園児数(人) 114 114 123 140 121

 就園率(％) 22.1 22.5 22.9 25.6 22.7

※各年5月１日現在 資料：学校基本調査

区　　　　　分

５歳児

４歳児

３歳児
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（４）母子保健事業 

①妊婦健康診査 

妊婦の健康管理及び母子保健の増進を図ることを目的として、妊婦に対して実施

される健康診査に要する費用を助成しています。新規母子健康手帳交付の方には

14 回分の妊婦受診券を発行し、転入の方には妊娠週数に応じて必要回数分を発行

しています。 

 

②乳幼児健康診査 

心身ともに健全な人づくりの基本として、また、乳幼児の健康の保持増進を図る

ため、本市では４か月児、７か月児、１歳６か月児及び３歳児を対象に健康診査を

行っています。 

 

③乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

生後 4 か月までの乳児のいる家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支

援に関する情報提供を行うとともに、母子の心身の状況や養育環境等の把握及び助

言を行い、支援が必要な家庭に対し適切なサービス提供につなげています。 

また、乳児のいる家庭と地域をつなぐ最初の機会とすることにより、乳児家庭の

孤立を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図るという目的もあります。 

乳幼児健康診査の実施状況の推移 (単位：人)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

対象者 473 504 515 490 548

受診者 466 493 507 478 541

受診率(％) 98.5 97.8 98.4 97.6 98.7

対象者 496 517 487 525 506

受診者 485 502 476 517 501

受診率(％) 97.8 97.1 97.7 98.5 99.0

対象者 522 497 533 508 530

受診者 524 477 521 477 516

受診率(％) 100.4 96.0 97.7 93.9 97.4

4.0 4.0 2.3 2.9 3.3

対象者 524 488 543 510 526

受診者 489 469 509 493 506

受診率(％) 93.3 96.1 93.7 96.7 96.2

38.7 32.0 30.7 30.2 25.3

資料：健康づくり推進課

むし歯有病者率(％)

受
診
状
況

むし歯有病者率(％)

１歳
６か月児
健康診査

３歳児
健康診査

受
診
状
況

７か月児
健康診査

受
診
状
況

区　　　　　　分

受
診
状
況

４か月児
健康診査
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④養育支援家庭訪問事業 

家庭及び地域における養育機能が低下し、児童の養育について支援が必要であり

ながら、積極的に自ら支援を求めていくことが困難な状況にある家庭に対し、加重

な負担がかかる前の段階において、子育て支援コーディネーターが家庭訪問を行い、

当該家庭における安定した養育ができるよう継続的な支援を行っています。 

また、産後にホームヘルパーを派遣し、家事等の援助を行っています。 
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４．アンケート調査結果から見た子育て支援ニーズ 

 
 

（１）子育てをするうえで今後重要だと思うこと 

子育て中の保護者に、子育てをするうえで今後重要だと思うことを尋ねたところ、

「児童手当や税制の見直しなど、子どもの養育費等経済的負担の軽減」が 54.8％と

最も多く、次いで「子どもが安心・安全に遊べる場の整備」が 49.4％、「育児休業制

度の普及など、仕事と子育てが両立しやすい職場環境づくりの促進」」が 46.9％で上

位にあがっています。 

子育てをするうえで今後重要だと思うこと

30.9

28.7

21.5

18.1

17.5

12.4

11.3

49.4

3.3

46.9

54.8

0% 20% 40% 60%

 児童手当や税制の見直しなど、

 子どもの養育費等経済的負担の軽減

 子どもが安心・安全に遊べる場の整備

 育児休業制度の普及など、仕事と子育てが

 両立しやすい職場環境づくりの促進

 子どもに対する負担軽減か

 制度の充実（夜間・休日診察）か

 保育サービスの充実

 子育てしやすい住居・地域の環境面での充実

 子育てを地域全体で支え合う環境づくり

 子育てや男女共同参画についての教育の充実

 妊娠・出産に対する支援

 子育てに関して相談したり情報を得たりできる場づくり

 その他

資料：アンケート調査結果

N=1,350
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（２）子どもと外出するときに困ること・困ったこと 

子育て中の保護者に、「子どもと外出するときに困ること・困ったこと」を尋ねた

ところ、「小さな子どもとの食事に配慮された場所がない・少ない」が 31.5％と最も

多く、以下、「暗い通りや見通しの悪いところが多く、子どもが犯罪の被害に遭わな

いか心配である」（29.9％）、「買い物や用事の合間の気分転換に子どもを遊ばせる場

所がない・少ない」（27.0％）と続いています。 

 

 

子どもと外出するときに困ること・困ったこと

23.6

22.5

15.0

12.7

10.5

10.3

10.0

12.3

5.3

31.5

27.0

2.6

5.9

29.9

0% 10% 20% 30% 40%

 小さな子どもとの食事に配慮された場所がない・少ない

 暗い通りや見通しの悪いところが多く、
 子どもが犯罪の被害に遭わないか心配である

 買い物や用事の合間の気分転換に

 子どもを遊ばせる場所がない・少ない

 トイレがおむつ替えや親子での利用に配慮されていない

 授乳する場所や必要な設備がない・少ない

 歩道や信号がない通りが多く、安全に心配がある

 歩道の段差などがベビーカーや

 自転車の通行の妨げになっている

 街並みに緑や広い歩道が少ない

 荷物や子どもに手を取られて困っているときに

 手を貸してくれる人が少ない

 交通機関や建物がベビーカーの移動に配慮されていない

 周囲の人が子ども連れを迷惑そうに見る

 困ること・困ったことはない

 その他

無回答

資料：アンケート調査結果

N=1,350
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（３）子どもの遊び場について日頃感じていること 

子育て中の保護者に、「子どもの遊び場について日頃感じていること」を尋ねたと

ころ、｢雨の日に遊べる場所がない」という回答が 52.7％と最も多く、以下、「近く

に遊び場がない」（49.9％）、「遊具などの種類が充実していない」(37.1％）などが

続いています。 

 

子どもの遊び場について日頃感じていること

22.3

19.0

15.3

14.4

13.3

8.7

6.9

6.1

1.9

52.7

37.1

9.6

5.0

49.9

0% 20% 40% 60%

 雨の日に遊べる場所がない

 近くに遊び場がない

 遊具などの種類が充実していない

 遊び場周辺の道路が危険である

 思い切り遊ぶために十分な広さがない

 遊具などの設備が古くて危険である

 遊び場に行っても子どもと

 同じ歳くらいの遊び仲間がいない

 いつも閑散としていてさびしい感じがする

 不衛生である

 遊び場やその周辺の環境が悪くて、安心して遊べない

 緑などの自然が少ない

 その他

 特に感じることはない

無回答

資料：アンケート調査結果

N=1,350
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私たちは、子どもがのびやかでたくましく成長できるまちをつくります。 

そのために必要なこととして、次の 4 点を掲げました。 

 

 

 

 

 
 

１．子どもの権利が大切にされる環境づくり 

 
 

（１）現状と課題 
 

平成６年に批准された「児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）」によって、

子どもの最善の利益を守り、健やかな発達と子ども独自の権利を擁護することが合

意されました。子どもの成長について、家族は必要な保護の責務を負っており、地

域社会はこれを支援していかなければなりません。しかし、今日の少子高齢化や核

家族化の進行、情報化の進展による価値観の多様化といった状況は、子どもを取り

巻く環境にも大きな影響を与え、様々な課題を生み出しています。中でも、子ども

の人権にかかわる乳幼児期からの虐待や、学校におけるいじめや不登校などの問題

が増加している実態がみられます。「児童の権利に関する条約」を現実のものとして

いくには、家庭での子育て及びそれを支える地域社会、さらには保育園での保育、

幼稚園･学校における教育、これらの３つが連携しながら、子どもの人権を守り、夢

や希望をもって過ごせる環境をつくっていくことが重要であると同時に、大きな課

題ともなっています。特に、子どもの最も重要な人権である生命・身体の自由をお

びやかす虐待については、早期発見・早期対応・未然防止のためのさらなる取組が

必要であり、家庭内や地域で孤立した子育てにならないように相談機関の充実と、

総合的に子育て支援ができるシステムの構築を進めることが重要です。 

基本目標Ⅰ 子どもがのびやかでたくましく   

成長できるまちづくり 

 

１．子どもの権利が大切にされる環境づくり 

２．子どもの健やかな育ちを支える環境の充実 

３．充実した学校教育等の推進 

４．配慮を必要とする子どもへの支援 
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（２）本市の今後の取り組み 
 

 
 

子どもの健全な成長を保障するためには、子どもを権利の主体者としてと

らえることが重要であり、「児童の権利に関する条約」の理念・内容の普及に

努め、市民意識の高揚を図ります。 

また、学校においては、児童会や生徒会で児童生徒の意見を集約し、その

意見を取り入れ、児童生徒自ら発表する場を設けます。 

 

 
 

児童・生徒一人ひとりを大切にする心の教育を実践するとともに、いじめ

は絶対許さない、いじめのサインを見逃さない、日頃から望ましい人間関係

をつくっておく等の共通理解を教職員全員がもち、保護者やスクールカウン

セラーやスクールソーシャルワーカーといった第三者機関と密に連携し、い

じめの解消・解決を図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度)
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：子どもあんしんコール 

 
電話やメールによる相談窓口の設置。青

少年教育担当指導員と人権教育担当指導
員が対応する。 

相談件数 
4 件 

周知率 
100％ 

 

 

 

 

児童虐待及びＤＶ（ドメスティックバイオレンス）に対して、医療・保健・

福祉・教育・警察・民間団体等、関係機関と連携し、要保護児童対策及びＤ

Ｖ防止対策地域協議会や実務者会議を開催するなど、組織的かつ専門的対応

の徹底を図ります。さらに、育児相談体制の充実や子育てサークル活動の支

援等により、育児不安の軽減を図るとともに、幼時健康診査時等には親子間

の様子にも注意を払いながら、児童虐待等の予防及び早期発見に努めます。 

 

 

 

１．「児童の権利に関する条約」 の普及促進 

２．いじめの解消・解決 

３．児童虐待防止等に向けた体制の充実 
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関連事業及び取組内容 

事業名： 宇城市要保護児童対策及びＤＶ防止対策地域協議会 

 
 関係機関と連携を図る要保護児童等対策地域協議会の代表者会議及び実務担
当者会議を開催。また、必要に応じて個別ケース検討会議を開催し、情報共有や支
援策の検討を行っている。 

事業名： こども相談室（家庭児童相談、子育て相談） 

 
 家庭児童相談員及び子育て支援コーディネーターが、養育相談や子育て相談に対
し、助言・指導及び適切な情報提供等の支援を行っている。また、必要に応じて、専
門的な機関を紹介し、関係機関と連携しながら、幅広く子育て支援を行っている。 

 

 

 

 

適応指導教室における継続的な適応指導や、様々な体験活動を通じた指導

等により、不登校及び不登級児童・生徒の学校及び学級復帰のための支援や

教育相談の充実を図ります。また、家庭に引きこもっている不登校児童・生

徒に対しては、教育相談や生活指導、学習指導の充実を図り、適応指導教室

への通室や学校復帰を支援します。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名： 適応指導教室「宇城っ子ネット」 

 

不登校、不登級の状態にある子どもに
対して、個別に学習、生活の場を提供
し、対人関係や集団生活への適応を高
め、関係者と連携を保ちながら、学校や
学級生活への復帰を促す。 

 
不登校・不登級及び
そ の 傾 向 が あ る 児
童・生徒の割合 

（小）0.06％ 
（中）2.08％ 

 
不登校・不登級及び
そ の 傾 向 が あ る 児
童・生徒の割合 

（小）0.00％ 
（中）0.00％ 

関連事業及び取組内容 

事業名： 教育相談事業 

 

心理的な要因やいじめ等により、不登校の状態又は傾向にある子どもに対し、「教育相
談員」を配置し、相談活動等を行うことにより、学校復帰を支援し、子どもの社会的自
立に資することを目的とする。 
※教育相談員関連業務：適応指導教室・不登校対策・特別支援教育 

 

 

 

４．不登校、不登級児童生徒への対応の充実 



第３章 次世代育成支援施策の展開 

 

 - 26 -

 

 

 
「自分で課題を見つける力」、「自ら学び、自ら考える力」、「意欲をもって

活動し、よりよく問題を解決できる力」等の「生きる力」を育むために、道

徳教育、福祉教育、人権教育などの充実による実践力の育成を図ります。 

さらに、道徳の教科化にともない、「熊本の心」などの教材を活用し、１人

１人が多角的に考え、判断し、適切に行動するための資質・能力を身につけ

られるよう教育内容の充実を図ります。 

 

 

 
生徒の思春期における様々な心の問題にも対応できるスクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカーを配置し、支援体制の充実を図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名：熊本県 「スクールカウンセラー活用事業」

 
児童生徒等の心のケアに資するため、ス

クールカウンセラーを拠点校等に配置し、児
童生徒の心の相談にあたる。 

不登校及びその
傾向がある児童・
生徒の割合 

（小） 0.06％ 
（中） 2.08％ 

不登校及びその傾
向がある児童・生
徒の割合 

（小） 0.04％ 
（中） 1.70％ 

 

 

 
 

思春期の心の問題に対応するために、専門家による相談体制の強化や、相

談窓口のさらなる周知を図ります。専門家による相談体制の強化として、ス

クールカウンセラーや臨床心理士等の専門家を学校に配置し、児童・生徒へ

のカウンセリング等支援体制の充実を図ります。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 家庭児童相談 

 

 児童福祉センター所属の家庭児童相談員が、対象児童及びその家族と直接関わり、
児童が安心して登校できるよう学校の協力を得ながら支援を行っている。また、学校側
やスクールソーシャルワーカー等と個別ケース検討会議を開催し、情報共有を行い役
割分担を決め支援を行っている。 

 

 

５．道徳教育の充実 

７．子どもの心の問題に係る相談体制の充実 

６．スクールカウンセラー等の充実 
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子どもが被害者となる事例相談が増加傾向にあるため、各種関係機関と連

携した個別対応を図ります。 

 

８．関係機関との連携による、個別のニーズに応じたきめ細かな支援の実施 
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２．子どもの健やかな育ちを支える環境の充実 
 
 

（１）現状と課題 

子どもの病気や事故に対して、親や周囲の人は、常に子どもの状態や環境を考慮

して、その予防対策を行う必要があります。 

子どもの病気の予防については、乳幼児健康診査による疾病因子の早期発見のほ

か、予防接種が有効であり、接種に対する保護者等の理解を深め、高い予防接種率

を維持することが課題となっています。 

また、子どもの病気や事故への速やかで適切な対処のために、そして子どもの発

育等で不安を抱える親自身のためにも、かかりつけ医を持ち、加えて保護者自身も

正しい救急法を身に付けることが必要です。 

さらに、子どもが思春期になれば、過度のダイエットや夜更かしといった日常生

活上のことだけでなく、喫煙や飲酒、性に関する問題行動が現れることもあります。

また、薬物乱用は一般市民にも広がりを見せており、従来に比べると、子どもたち

が薬物に接する可能性は高まっていると言えます。 

学校、家庭、地域が一体となって何が問題であり、どのような危険があるのかを

子どもに教え、見守ることが大切です。 

 

（２）本市の今後の取り組み 
 

 

 
心身の健康の増進と豊かな人間形成のために、食に関する知識や食を選択

する力を身に付け、健全な食生活を実践することができる人間を育てます。

食育推進計画に基づきライフステージに応じた食育の推進を図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名： 「栄養指導」 

 
母子健康手帳交付、各乳幼児健診、
離乳食教室などで栄養指導を行う。 

朝食を毎日食べる 3 歳
児の割合  92.2％ 

朝食を毎日食べる 3 歳
児の割合  97％ 

 

 

 
各種乳幼児健康診査の充実を図るとともに、未受診児の把握に努め、健康

診査の結果、支援が必要な場合は適切な援助を行います。 

１．食育の推進 

２．乳幼児健康診査の充実 
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関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名： 「乳幼児健康診査」 

 

乳 幼 児 の健 やかな発 育 の
確 認 と母 親 の育 児 不 安 の支
援のため、4 か月、7 か月、1 歳
6 か月、3 歳児の健診を行う。 

乳幼児健康診査の受診
率   
→（４カ月児）98.0％ 
→（７カ月児）94.7％ 
→（１歳６カ月児）96.5％ 
→（３歳児）98.4％ 

乳幼児健康診査の受診
率   
→（４カ月児）100％ 
→（７カ月児）100％ 
→（１歳６カ月児）100％ 
→（３歳児）100％ 

 

 

 

すべての子どもが正しい知識のもと、安全に計画的に予防接種を受けられ

るよう各種健康診査や健康相談等により、予防接種の意義や重要性、受け方

などについて正確な情報を提供します。 

 

      

 

各種歯科健康診査時のフッ素塗布や保育施設及び小中学校でのフッ素洗口

を実施することにより、歯質面の強化を図るとともに、健康診査時や保育施

設及び小中学校での学校歯科医等によるブラッシング指導や健康教室を通し、

むし歯予防の知識の普及とブラッシングの習慣化に向け歯の健康づくりを支

援します。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名： 「歯科保健事業」 

 

 1 歳半、2 歳、3 歳児で歯科健診及び
フッ素塗布、歯科衛生士による歯科指
導を行う。 
 市内保育園、幼稚園に通う年中児、
年長児に対し、フッ素洗口を行う。 

3 歳健診におけるむし
歯有病者率 32.0％ 
（H26.12 末現在） 
むし歯有病者率 
(永久歯）        
小 5 年→ 31％ 
中 3 年→ 48％ 

3 歳健診におけるむし
歯有病者率 27％ 
 
むし歯有病者率 
(永久歯）         
小 5 年→ 28％ 
中 3 年→ 45％ 

関連事業及び取組内容 

事業名：熊本県むし歯予防対策事業（宇城市小中学校フッ素洗口事業） 

 
子どものむし歯予防対策として、「フッ素洗口」を小中学校の児童生徒に対し、実施する
ことにより、歯質を強化し、むし歯を減少させることを目的とする。 

 

 

 

３．予防接種の推進 

４．歯の健康づくりの充実 
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乳幼児健康診査等の場を通じて、誤飲、転落、転倒、やけど等、子どもの

事故防止のための啓発等の取組を進めます。 

 

 

 

医療機関との連携を図り、先天性代謝異常検査、各種乳幼児健康診査、発

達相談等により、疾病や障がいの早期発見・早期治療・早期療育に努めます。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 宇城地域療育センター事業 

 
 障がいのある子どもを持つ保護者等に対し、子どもの療育に関する悩みや不安
の軽減を図るため、訪問支援・外来支援・施設支援を行う。 

 

 

 
LD（学習障害）、ADHD（注意欠如多動症）、自閉症スペクトラムなど、多

様化する発達障がいに対応できる相談体制の整備を図ります。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 熊本県特別支援教育総合推進事業（特別支援教育取組の方向） 

 

発達障がいを含め特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒の豊かな成
長、自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼
児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や
学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う。

 

 

 
 

医師会等の協力により、いつでも小児科専門医の診察がうけられるよう、

休日、夜間救急医療体制の充実を図ります。 

 

 

 
市民が正しい応急処置法を身に付けられるよう、消防署員による出前講座

を実施するなど、応急処置法の指導・啓発に努めます。 

５．乳幼児期の事故防止に関する啓発 

６．疾病や障がいの早期発見・早期治療・早期療育の推進 

７．多様化する発達障がいに対応できる相談体制の整備 

８．小児救急医療体制の充実 

９．応急処置法の指導・啓発 
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障がいの原因となる疾病や事故の予防・早期発見・治療のため、妊婦・乳

幼児・学校での健康診断を実施します。また、学校と保健師との連携による

実施により、子どもの頃からの生活習慣病予防に取り組みます。 

 

 

 
公園や芝生広場など、子どもの遊び場の維持管理を図るとともに、幼稚園、

保育園、児童館等における各種行事などを通じ、親子による交流・自然体験

の場を提供し、親子の相互理解やふれあいを促進します。 

 

 

 
自治会活動や地区自治公民館活動においては、幅広い年齢層の人たちが集

う場所です。次代を担う子どもたちの体験活動などを支援するためにも、地

区自治公民館活動を積極的に支援します。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：自治公民館長研修会 

 
地区自治公民館を拠点とした地域交流を推進す

るため、館長研修を開催する。 

参加者数 
200 人 

参加者数 
300 人 

 

 
 

地域に昔から伝わる遊びや行事、伝統芸能・技術などを子どもたちに継承

し、郷土愛を育むため、地域の関係者や団体と連携して、子どもたちが体験

できる機会の充実を図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：伝統文化芸能まつり 

 

宇城市の宝である地域の伝統芸能を取り巻く環
境は厳しいものであり、各地で伝承されてきた民俗
芸能を確実に継承していくために伝統文化芸能ま
つりを開催する。 

伝統文化 
芸能団体 

6 団体参加 
 

地域に伝わる 
民俗芸能 

１団体参加 

伝統文化 
芸能団体 

7 団体参加 
 

地域に伝わる
民俗芸能 

１団体参加 

１０．保健センターや学校における健康診断等の推進 

１１．子どもの遊び場、親子による交流・自然体験ができる場の提供 

１２．地区自治公民館活動の活性化 

１３．地域文化の伝承 
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子どもたちの社会性や協調性、主体性を高めるため、子ども自らが企画し

実践する多様なボランティア活動を促進するとともに、特に、中学・高校・

大学生が子どもたちとふれあえるボランティア活動の機会充実を図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：児童通学合宿 

 
公民館等の施設を利用した集団合宿のメニュー

にボランティアを織り込む。 

5 校実施 
参加児童 

124 人 

5 校実施 
参加児童 

150 人 

事業名：宇城っ子のつどい 

 
児童の野外体験活動の班別リーダーとして、児

童の指導に当たる。 

高校生１８人 
中学生 ３人 

高校生 20 人 
中学生 10 人 

 

 

 
 

思春期の健康管理と将来の生活習慣病予防等、食の重要性に鑑み、「食」に

関し学び考える生涯学習の場を提供していきます。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：親子料理づくり教室等 

 
青少年地区民会議家庭部会による親子や家族

との料理づくり教室を開催する。 

３地区で開催 全地区開催 

 

 

 

ふだんからバランスのよい食事を心がけられるよう、外食等栄養成分表示

の普及啓発を推進します。 

 

 

 

単なる休養やストレスコントロールのための余暇活動というにとどまらず、

各自の目的に応じ、自己の可能性を試し、新しい自分を発見する場としての 

余暇活動の推進を図ります。 

１４．ボランティア活動の普及・促進 

１５．食に関する生涯学習の場の提供 

１６．外食等栄養成分表示の普及啓発 

１７．余暇活動の推進 
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関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：公民館講座 

 
余暇活動の推進のため、講座を公民館等施設

で開催する。 

講座数 
45 講座 

講座数 
50 講座 

 

 

 
 

未成年者の喫煙・飲酒・薬物乱用を防止するため、それらの健康への影響

について正しい情報提供と啓発を行います。 

 

 

 

 

「ケイタイ」、「スマートフォン」、「タブレット」などインターネットを活

用した情報送受信機器などによる被害を防止するため、使用する側の危機意

識と、情報を発信する場合の管理意識について、常識的な判断と道徳性を重

視した内容の提供ができるよう、ＰＴＡとともに「くまもと携帯電話・スマ

ートフォンの利用５か条」等を活用した使用ルールづくりの普及啓発を推進

します。 

 

 

 

子どもが社会の仕組みを知り、将来、社会の一員としての責任と自覚をも

って自立できるよう、家庭や地域とも連携をとりながら、「生きる力」を育む

教育の充実を図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：児童通学合宿 

 
地域住民による実行委員会組織を設置し、公民

館等の施設を利用した集団合宿を行う。 

5 校実施 
参加児童 

124 人 

5 校実施 
参加児童 

150 人 

 
 
 
 

１８．喫煙・飲酒・薬物乱用防止 

２０．子どもの自立促進に向けた教育の充実 

１９．情報機器に対応する使用ルールづくりの普及啓発 
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３．充実した学校教育等の推進 
 
 

（１）現状と課題 

子どもがいきいきと育つためには、子どもの生活の大きな部分を占める学校生活

が充実したものでなくてはなりません。 

確かな学力を身に付けるための教育内容の充実はもちろんのこと、集団生活に伴

う様々な規律の中で、子ども自らが考え、判断し、行動できる自主性を重視した、

楽しく学べる学校づくりを保護者や地域社会とともに考える必要があります。 

 

（２）本市の今後の取り組み 
 

 
 

 

児童・生徒の学力の実態を把握し、その結果を学習指導の工夫・改善に生

かし、きめ細かな指導を行うことにより、児童・生徒の確かな学力の向上を

図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名：「ゆうチャレンジ」の活用 

 

学習指導要領の目的実現に向け、基
礎基本の定着、知識や技能の到達度、自
ら学ぶ意欲や思考・判断力及び表現力の
到達度を客観的に把握できる評価問題と
して県が独自に開発。この結果を学習指
導の工夫・改善に生かし、児童生徒の学
力向上を図る。更に学校教育審議員を派
遣し、教員の指導力向上を図る。 

ゆうチャレンジ 
実施校：18 校 
 
教育審議員派遣
校：１８校 
 
 

ゆうチャレンジ 
実施校：18 校 
 
教育審議員派遣   
   ↓ 
指導主事による指
導：18 校 

 

 
 

国際理解、情報、環境、福祉・健康等の今日的課題について、体験的な学

習機会を拡充するなど、「生きる力」の育成を図ります。 

 

 

 
学校では、読み聞かせや本の紹介などにより、児童・生徒の興味・関心を

喚起し、読書習慣の形成を目指すとともに、学校図書館等の積極的な活用を 

１．教育内容の充実 

２．社会体験的な学習機会の拡充 

３．学校図書館の充実と活用の促進 
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促し、読書活動の質・量の充実を図ります。また、ゆとりのある快適な読書

スペースの確保など学校図書館等の環境を整備するとともに、各学校におけ

る読書環境の整備に努めます。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 学校図書館図書購入 

 
学校図書館積極的な利活用を促し、読書活動の充実に向け、学校規模に

応じた冊数の確保を図るため、図書等購入を継続的に行う。 

 

 

 
 

児童・生徒が相互に協力し、よりよい学校生活を築く自主的・実践的な態

度を育成するため、全小・中学校において児童会・生徒会や各種委員会活動

に適切な時間数を充て、児童会・生徒会活動等の充実を図ります。 

 

 

 

子どもが、社会の変化の中で主体的に生きていくため、知識・技能はもと

より、学ぶ意欲、思考力、表現力、問題解決能力等まで含めた確かな学力を

身に付けることができるよう、以下の項目の充実に努めます。 

・教職員や保育者の研修の実施                   

・少人数指導やティ－ム・ティーチングの実施            

・助成の視点に立った生徒指導や進路指導の実施  

 

 

 
 

学校という枠を越えて、子どもたちが積極的に人と関わりを持つことによ

り、視野を広げ、自分の生き方を幅広く深く考えるきっかけとなるよう、引

き続き外部講師の積極的な招聘に努めます。さらに、就学前の保育園・幼稚

園・児童館や子育てサークル活動などにも、外部講師を招くよう、働きかけ

ていきます。 

 

 

４．児童会や生徒会活動等の充実 

５．子ども一人ひとりに応じたきめ細かな指導の充実 

６．ゲストティーチャーの活用による学校教育の活性化 
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学校施設は、児童・生徒が一日の大半を過ごす生活の場であり、快適な環 

境のもと学習することができるよう、学校間のバランスも考慮して計画的な

整備を行います。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名：・防災機能強化事業 
・水泳プール改築事業 
・大規模改修事業 

 

・防災機能強化のための天井材
及び照明器具等の非構造部材の
落下防止工事 
・昭和 40 年代建設の水泳プール
の改築 
・屋内運動場及び校舎の大規模
改造 

①耐震改修状況 
・ 第 2 次 診 断 実 施 率
100% 
・耐震化率 100% 
 
② 屋 内 運 動 場 等 の 非
構 造 部 材 耐 震 対 策 実
施率 39.1% 
(9/23 施設) 

屋 内 運 動 場 等 の 非 構
造 部 材 耐 震 対 策 実 施
率 100% 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

幼稚園・保育園間、小学校・中学校間の連携を密にし、相互の課題につい

て共通理解を深めることで、進級・進学時の円滑な移行を図ります。 

また、中学校区ごとに、幼保小中連携プログラムを作成し、小１プロブレ

ム・中１ギャップ等の解消に努めます。 

 

      

 
 

子どもたちの就労観を高め、技能の大切さを体感できるよう、地域の理解

を求めながら様々な職業体験の機会の確保に努めます。 

 

 

 
 

障がいのある児童・生徒と障がいのない児童・生徒との交流学習や共同学

習を積極的に推進し、その相互理解を促進します。 

 

 

７．安全で安心な学校施設の整備 

８．幼稚園・保育園と小・中学校との連携 

９．子どもの職業体験機会の充実 

１０．交流学習等の推進 
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地域との連携を深め、優れたスポーツ指導者のもと部活動をはじめとする

スポーツ活動を充実させるとともに、学校におけるスポーツ環境全般の充実

を図ります。 

関連事業及び取組内容 

事業名:①小中学校部活動補助金 
②児童生徒の体育大会等参加費用補助金 

 
①児童生徒の心身の育成のため部活動に対し補助を行う。 
②大会出場の際に、大会規模に応じた補助を行う。 

 

 

 
 
 

小学校では、発達段階に応じた指導計画を立案し、体育科や総合的な学習

の時間の中で、生命の大切さ・尊さを理解する教育を実践し、自他の生命の

大切さに気づき、適切な行動がとれるよう指導の充実を図ります。 

また、中学校・高等学校では、保健体育科・家庭科や保健師等による出前

講座で、人間の性に対する基礎的・基本的なことを正しく理解させ、自己の

性に対する認識をより確かにさせるとともに、望まない妊娠や性感染症を防

ぐための正しい知識の習得など、性教育の充実を図ります。 

さらに、インターネット上の有害情報やリベンジポルノなどの性的被害か

ら子どもを守るため、子どものメディアへの過度な依存による弊害について

啓発し、情報モラル教育の充実を図ります。 

 

 

 

 

性感染症（性的接触によって感染する病気）の危険性や感染の実態に関する

情報提供と感染予防の啓発に努めます。 

      

 

 

 

１３．性感染症の情報提供と予防の啓発 

１２．性教育等の充実 

１１．児童生徒のスポーツ環境の充実 
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女性の社会進出・男性の育児参画や男女協働のパートナーシップによる夫

婦の連携の大切さや性を理解できる教育内容の充実を図ります。 

 

 

 
 

中学生が、子どもを生み育てることの意義を理解し、子どもや家庭の大切

さを理解するために、保育園、幼稚園、乳幼児健診の場等を活用し、乳幼児

とふれあう機会を広げます。 

      

 

 
 

子ども自ら、自己の身体や健康の状態を把握・確認しながら健康管理がで

きるよう、健康診断・体力測定結果の活用を図ります。 

 

 

 
 

薬物乱用防止や命の大切さ、性を尊重する正しい知識などを身につけさせ

るため健康教育を推進します。また、自らの問題として受け止められるよう

に、身近な事例を取り入れた内容にするなど、生涯にわたる心身の健康保持・

増進に必要な知識や、適切な生活習慣等を十分理解できるよう教育内容の充

実を図ります。 

小学校の体育科、中学校の保健体育科における保健学習や関連教科、学級

活動・ホームルーム活動を中心とした保健指導を充実させ、生涯を通じて健

康・安全で活力ある生活を送るための基礎を培うとともに、薬物乱用・飲酒

喫煙防止教育等、小学校からの段階的な健康教育の充実を図ります。 

１４．命の大切さや家庭の役割などについての理解 

１５．小・中学生と乳幼児のふれあい体験 

１６．健康診断・体力測定結果の活用 

１７．健康教育の充実 
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４．配慮を必要とする子どもへの支援 
 
 

（１）現状と課題 

様々な事情により支援の必要性が高い全ての子どもに対して、家族はもとより、

地域や行政を含む全ての人や機関が手を差し伸べ支えることが大切です。 

心身の障がいにより、日常生活や社会活動で多くの制約を受けている子どもにつ

いては、ノーマライゼーション※の理念の下、家庭や地域で安心して暮らせる地域

社会づくりを行うことでその制約を少しずつでも取り除いていくことが大切です。

そのためには、公的サービスの充実もさることながら、市民一人一人が障がいに対

する理解を深め、地域の障がい児や障がい児のいる家庭を温かく見守っていくこと

が必要となります。障がいがあるために、他の様々な能力を発揮する機会が妨げら

れることのないよう、療育・教育指導体制が確立されなければなりません。 

LD（学習障害）、ADHD（注意欠如多動症）、自閉症スペクトラムなど、対象と

なる児童生徒が増加傾向にあり、また、対象となる障がい種別が多様化、複雑化し

ている状況を踏まえて、それらに対応できる体制を整えていく必要があります。 

    

※障がい者や高齢者など社会的に不利を受けやすい人々が、社会の中で他の人々と同じよ

うに生活し活動することが社会の本来あるべき姿であるという考え方 

 

（２）本市の今後の取り組み 
 

 

 
 

障がい児や障がい児のいる家庭を暖かく見守り、支援するための地域づく

りを実現するため、多様化する障がいと障がい児に対する理解を深めるため

の啓発を行います。 

 

 

 
 

障がいの早期発見から早期療育への迅速な対応を図り、障がい児ができる

だけ早い段階で適切な支援を受けられるよう、医療、教育、行政等の障がい

児に関わる各関係機関との情報の共有化や連携を図りながら療育体制を整備

します。 

１．障がい児理解のための啓発 

２．療育体制の整備・充実 
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関連事業及び取組内容 

事業名：宇城地域療育センター事業 

 
障がいのある子どもを持つ保護者等に対し、子どもの療育に関する悩みや不

安の軽減を図るため、訪問支援・外来支援・施設支援を行う。 

 

 

 
 

障がいのある子どもが生まれ育った地域の、保育園、幼稚園で保育が受け

られるよう、可能な限り保護者の望む保育園、幼稚園での受け入れを行うよ

う努めるとともに、子どもの心身の状況の正確な把握に努め、子どもの発達

が促進されるよう保育内容の充実を図ります。 

 

 

 
 

多様な教育相談に対応できる体制を整えるとともに、障がい児個々の実態

に即して就学を進めるため、本人、保護者の意向を尊重しながら適切な就学

指導に努めます。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 宇城地域特別支援連携協議会（教育相談会） 

 
特別な教育的支援が必要な幼児児童生徒の育児や就学・進学、学習等につ

いて、必要な支援を行うため、個々の子どもの教育的ニーズに応じて、保護者・保
育士・教員等に対し専門的な助言を行う。 

 

 

 

 
障がい児を抱える保護者の精神的な不安を緩和し、できる限り早い時期に

相談を受けられるよう、障がい児に関わる療育・教育相談や就学指導等につ

いて分かりやすく説明したパンフレット等を作成、配布し周知に努めます。 

３．障がい児保育等の充実 

５．療育・教育相談・就学指導に関する広報の充実 

４．療育・教育相談・就学指導体制の充実 
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学校における特別支援学級の設置充実を図ります。また、特別支援教育に

携わる教員などの資質向上を図ります。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 宇城市特別支援教育総合推進事業 

 

宇城市における特別支援教育を一層推進するため、宇城市特別支援教育連
携協議会を設置し、教育・医療・保健・福祉・労働等の関係機関と連携を図り、宇
城市及び各地区における支援体制を構築するとともに、特別支援教育に係る教
員等の専門性の向上と関係者への理解・啓発を図る。 

 

      

 
 

障がい児一人ひとりの状態に応じたきめ細かな対応ができるよう、関係機

関や関係者との連携を深め、適切な教育的支援を行います。また、特別支援

学級担当者の研修等を一層充実させ、LD（学習障害）、ADHD（注意欠如多

動症）、自閉症スペクトラムなど、障がい種別の多様化や質的な複雑化に対応

できる体制を充実させるとともに、全教職員に対して障がい児教育に関する

学習会・研修会等への参加を促進します。 

関連事業及び取組内容 

事業名：研修実施 

 
市内幼稚園、保育所、小中学校、高校のコーディネーターを始めとする特別支

援教育に関わる担当者への知識の向上を図るための研修等の実施 

 

 
 
 
 

心身障がい児に対するホームヘルプサービス、デイサービス、ショートス

テイ等在宅福祉サービスの充実及び相談支援事業の充実を図ります。 

関連事業及び取組内容 

事業名：児童発達支援事業 

 
日常生活における基本的な動作の指導、知識事業の付与、集団生活への適

応訓練等の支援を行う。 

６．障がい児に対する教育支援体制の整備 

７．障がい児教育の充実 

８．在宅心身障がい児に対する支援の充実 
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関連事業及び取組内容 

事業名：日中一時支援事業 

 
障がい者等の日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支

援及び日常介護している家族の一時的な負担軽減を図る。 

事業名：障害児タイムケアサービス事業 

 
障がい者等の日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支

援及び日常介護している家族の一時的な負担軽減を図る。 

 

 
 

 

心身障がい児やその監護者、養育者に対し、各種手当の支給、医療費の助

成を行うとともに、補装具の交付・修理、日常生活用具の給付を通じて生活

支援を行います。また、特別支援学級に在籍する児童生徒への特別支援教育

就学奨励費の支給など、経済的な支援を行います。 

発達障がいを含めた、障がいのある子どもに対する適切な支援のために、

保護者やいろいろな人とつながって、育ちの中で一貫した支援が行われるよ

う相談支援ファイル「よかとこファイル」を保護者にお渡しします。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 相談支援ファイル「よかとこファイル」の活用 

 
子どものことを知ってほしい時に、関係者（医療・保健・福祉・労働・保育、教育

関係者等）に見せ、情報を共有するのに活用し役立てていただくため、保護者に
お渡しする。 

 

 
 
 
 

地域の学童保育所においても障がい児の受け入れができるように、要望に

応じた施設改修・支援員研修会等の実施等受入体制を充実していきます。 

      

９．障がい児とその家族に対する支援 

１０．学童保育所における障がい児の受入の充実 
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私たちは、安心して子どもを生み育てられるまちをつくります。 

そのために必要なこととして、次の 4 点を掲げました。 

 

 

 

 

 
 

１．安心して妊娠・出産できる環境づくり 

 
 

（１）現状と課題 
 

妊娠中の母体および胎児の健康と、安全な出産を確保するためには、正しい知識

や情報に基づいた妊娠初期からの健康管理と、家族、職場、地域の理解と協力によ

るサポート体制が必要です。 

近年、早産、低出生体重児が増加した要因として、歯周疾患、喫煙、飲酒、妊娠

中の高血圧、不適切な体重増加などが指摘されています。また、胎児期から乳幼児

期に至る栄養環境が将来の生活習慣病の発症リスクに影響することが指摘されてお

り、低出生体重児の割合を減少させることが、成人期の生活習慣病を予防すること

につながります。加えて、妊娠中の高血圧や糖尿病等は、将来、母親自身の生活習

慣病を引き起こす可能性を高くします。 

妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓発を図るとともに、適切な保健指導を行

うことで、安心して妊娠・出産できる環境を構築していきます。 

基本目標Ⅱ 安心して子どもを   

生み育てられるまちづくり 

 

１．安心して妊娠・出産できる環境づくり 

２．子育て家庭に対する相談・情報提供の充実 

３．援助を必要とする子育て家庭への支援 

４．子育て家庭に対する経済的な支援 
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（２）本市の今後の取り組み 
 

 

 
 

妊娠期から夫婦でともに協力しあいながら妊娠中を順調に過ごし、安心して出産に

望めるよう、妊娠・出産に関する正しい知識の普及・啓発を行います。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名：妊婦保健指導 

 
妊婦に対し、妊娠・出

産に対する正しい知識
の普及・啓発を行う。 

妊娠中に喫煙する人の割合
→3.3％ 
妊娠中に家族が喫煙してい
る人の割合→58.5％ 
妊娠中に飲酒する人の割合
→0.5％  （Ｈ26.12 末現在）  

妊娠中に喫煙する人の割合
→0％ 
妊娠中に家族が喫煙してい
る人の割合→40％ 
妊娠中に飲酒する人の割合
→0％                

 

 

 
 

妊娠 11 週までに母子健康手帳の交付と面接相談を行えるよう、早期の妊

娠届提出を呼びかけます。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名：妊婦保健指導 

 
母子健康手帳交付な

どにおいて、妊 婦 に対
し、保健指導を行う。 

妊娠 11 週以下での妊娠の
届け出率→90.3％ 

妊娠 11 週以下での妊娠の
届け出率→95％ 

 

 
 

 

既往妊娠時に異常のあった妊産婦等、個別の支援を要するハイリスク妊産

婦や出産に不安を抱いている妊婦に対する訪問指導を充実し、安全・安心な

妊娠・出産の確保を図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名：妊婦保健指導 

 

妊婦に対し、妊娠・出
産に対する正しい知識
の 普 及 ・ 啓 発 を 行 う 。
（母 子 保 健 における評
価指標） 

①低出生体重児（2500ｇ未
満）の割合→7.9％ 
そのうち、極低出生体重児
（1500ｇ未満）の割合→16.7％
正期産にもかかわらず低出
生体重であった児→57.1％ 
②乳児死亡→2 人 

平成 25 年(1 月～12 月） 

①低出生体重児（2500ｇ未
満）の割合→6.0％ 
そのうち、極低出生体重児
（1500ｇ未満）の割合→12％ 
正期産にもかかわらず低出
生体重であった児→45.0％ 
②乳児死亡→0 人 
 

１．妊娠・出産に関する正しい知識の普及・啓発 

２．母子健康手帳の早期交付 

３．妊産婦訪問指導の充実 
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妊産婦相談等で喫煙についての知識の普及を図るとともに、妊娠・授乳期

にかけての家族の禁煙と周囲の人への分煙等を啓発、推進します。 

 

 

 
 

体外受精及び顕微授精の特定不妊治療にかかる県の費用助成制度の広報に

努めます。 

 

 

 
 

妊娠期からの父親の育児参加のための啓発資料を配布するとともに、男性

を含めた育児セミナーなどにより、男性の育児への積極的参加を促進します。 

４．喫煙についての知識の普及と禁煙・分煙の推進 

５．特定不妊治療に対する助成制度の広報 

６．男性の育児への積極的参加の促進 
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２．子育て家庭に対する相談・情報提供の充実 

 
 

（１）現状と課題 

少子化や核家族化の進展、地域コミュニティにおける関係の希薄化等の社会環境

の中で、子育て中の親は孤立しやすい環境にあります。万一、親が孤立したときに、

どこにも相談できないという事態に陥ってしまうと、場合によっては深刻な結果を

招いてしまうことになりかねません。 

困ったときに気軽に相談できる人や窓口をできるだけ多く確保しておくことが、

子育て家庭の孤立を防ぎ、何かがあったとしても何とかなるという安心感にもつな

がります。 

虐待は、外からは見えにくい家庭の中で行われていることが多いため、なかなか

把握できない性質があります。虐待を未然に防止し、虐待があったとしてもできる

だけ早く発見し、迅速に対応することが必要ですが、そのためには、家庭内や地域

で子育てする人が孤立しないように相談体制を一層充実させていかなければなりま

せん。 

子育て家庭の孤立を防ぎ、子育てに対するどのような悩みや不安でも気軽に相

談・支援できる体制の充実及び情報提供の充実に努めていきます。 

 

（２）本市の今後の取り組み 

 
 

 
 
 

母子保健事業としての各種相談・健康教育事業や、子育て支援センターに

おける子育ての相談・指導や子育て情報提供の充実に努めます。 

関連事業及び取組内容 

事業名： こども相談室（家庭児童相談、子育て相談） 

 

 家庭児童相談員及び子育て支援コーディネーターが、養育相談や子育て相談
に対し、助言・指導及び適切な情報提供等の支援を行っている。また、必要に応
じて、専門的な機関を紹介し、関係機関と連携しながら、幅広く子育て支援を行
う。 

 

 

１．子育てに関する相談や学習の場の充実 
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子育てに関する地域の情報を広くタイムリーに提供するため、市の公式ホ

ームページ上の子育て情報の充実を図るとともに、各種子育て支援サービス

を利用するための子育てガイドブックなど、各種情報誌の充実を図ります。 

 

 

 
  

乳幼児健康診査などの機会を利用して、育児グループのＰＲを行い、魅力

あるグループ・サークルづくりを支援することによって、子育ての仲間づく

りを促進します。また、市の各種相談事業等が、子育ての仲間づくりにつな

がるよう、その実施方法の改善を図ります。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 親育て支援事業「ＮＰプログラム」 

 
 ＮＰプログラムを開催し、子育てに悩む母親同士の交流の場を設け、互いに悩
みを相談できる関係づくりを促す。また、この事業をきっかけに自主サークルが
発足した例がある。定員 12 人で週１回、連続８回の講座。 

 
 
 
 
 
乳幼児のいる子育て中の親子に、相互に交流できる場の提供と、育児相談

や情報提供、講習会等の支援を行います。市内 7 カ所で実施します。 

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

 

 

 
 

生後４カ月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞

き子育て支援に関する情報提供等を行い、乳児家庭の孤立を防ぎ、乳児の健

全な育成環境の確保を図ります。 

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

２．ホームページやガイドブック等の充実 

３．子育ての仲間づくりの促進 

４．地域子育て支援拠点事業の実施 

５．乳児家庭全戸訪問事業の実施 
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乳児家庭全戸訪問事業等により、支援が必要な家庭に対して、安定した養

育ができるよう継続的に適切なサービス提供を図ります。 

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

 

 

 
 
 

育児不安等の親への支援として“Nobody’s Perfect”（ＮＰ）プログラ

ム事業や親子あそびの教室により子育て支援の充実を図ります。 

また、くまもと「親の学び」プログラム事業を実施し親同志の繋がりを作

り、新たな「気づき」を得る機会の一つとして支援を行います。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 親子ふれあい支援事業「親子あそびの教室」 

 

就園前の児童とその保護者を対象とした、親子ふれあい支援事業「親子あそ
びの教室」を実施。月齢別に 2 グループ（１グループにつき親子１２組）に分け、6
月から翌 3 月までの１０か月間、各グループ月 1 回開催している。 
保育士資格を持つ子育て支援コーディネーターが、親子での遊びを通して、ひと
りひとりの子どもに沿った関わり方、子どもの発達を促す丁寧な子育てについ
て、保護者への提供を行う。 

事業名： 親育て支援事業「ＮＰプログラム」 

 
 ＮＰプログラムを開催し、子育てに悩む母親同士の交流の場を設け、互いに悩
みを相談できる関係づくりを促す。また、この事業をきっかけに自主サークルが
発足した例がある。定員 12 人で週１回、連続８回の講座。 

事業名： くまもと「親の学び」プログラム 

 
 熊本県主体の事業で、家庭教育支援を図る。プログラムを通じ親同志で子育
ての悩みを共有し合い、互いに相談できる関係づくりを促す。 

 

※「NP プログラム」の注釈 

Ｎobody’s Perfect プログラムは、１９８０年代はじめにカナダで生まれた、

０歳から５歳までの子どもを持つお父さんとお母さんのためのプログラムです。

ファシリテーターのサポートにより、子どもの体や心の発達・子育てについてな

ど、参加される方々が抱えている悩みや、関心のあることについて、交流しなが

ら自分に合った子育ての仕方を学んでいきます。 

６．養育支援訪問事業の実施 

７．親子ふれあい支援事業・親育ち支援事業の充実 
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男女の固定的な役割分担意識の是正のための啓発、広報活動を推進すると

ともに、家庭生活や地域活動へ男性の参加を促すため、男女共同参画講座や

地域への出前講座を実施します。 

 

 

 
 

児童虐待及びＤＶ（ドメスティックバイオレンス）に対して、医療・保健・

福祉・教育・警察・民間団体等、関係機関と連携し、要保護児童対策及びＤ

Ｖ防止対策地域協議会や実務者会議を開催するなど、組織的かつ専門的対応

の徹底を図ります。さらに、育児相談体制の充実や子育てサークル活動の支

援等により、育児不安の軽減を図るとともに、幼児健康診査時等には親子間

の様子にも注意を払いながら、児童虐待等の予防及び早期発見に努めます。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 宇城市要保護児童対策及びＤＶ防止対策地域協議会 

 
 関係機関と連携を図る要保護児童等対策地域協議会の代表者会議及び実務担
当者会議を開催。また、必要に応じて個別ケース検討会議を開催し、情報共有や
支援策の検討を行っている。 

事業名： こども相談室（家庭児童相談、子育て相談） 

 

 家庭児童相談員及び子育て支援コーディネーターが、養育相談や子育て相談に
対し、助言・指導及び適切な情報提供等の支援を行っている。また、必要に応じ
て、専門的な機関を紹介し、関係機関と連携しながら、幅広く子育て支援を行って
いる。 

 

８．男女共同参画意識の啓発 

９．児童虐待防止等に向けた体制の充実【再掲】 
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３．援助を必要とする子育て家庭への支援 

 
 

（１）現状と課題 
 

子育てについては、核家族化の進行と男女の固定的な役割分担意識の下で、特に

母親への肉体的、精神的な負担が大きくなっています。そのため、自分の自由な時

間がもてないなどの悩みが広がっています。また、冠婚葬祭などの用事でどうして

も子どもを預けなければならないことも少なくありません。 

このような子育ての悩みを解消し、ゆとりをもって子育てを行うためには、安心

して子どもを預けられる場所が身近にあることが重要です。安易な子育ての放棄は

許されませんが、子どもを預けて一時的に子育てから解放されることで育児ストレ

スを軽減することも可能です。祖父母をはじめとする親族に頼ることが困難な家庭

については地域社会の中で、そのような場所を確保していくことが重要です。 

また、子どもの預け先がないために、いろいろなイベントや行事、講座への参加

をあきらめるという事態が発生しないよう、託児コーナーの設置など、主催者側に

も子育て中の保護者への配慮が求められます。 

 

（２）本市の今後の取り組み 
 

 

 
 

子育て家庭の多様な保育ニーズに対応するため、一時預かり事業の充実を

図ります。 

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

 

 

 
 

保護者が病気や事故等で一時的に家庭での児童の養育ができなくなった場

合に、市外の児童福祉施設等において、生活指導や食事の提供等を行います。

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

１．一時預かり事業の充実 

２．子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ事業）の実施 
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子育て中の保護者に配慮し、行政が主催するイベントや講座等には、でき

る限り託児コーナーを設置するよう努めます。また、社会福祉協議会と連携

して、必要となる託児ボランティアの養成を図ります。 

 

 

 
 

子育て世帯の支援のため、広く事業を PR すると共に、利用者のニーズを

把握し、会員の増員を図ります。 

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

 

 

 
 

就労支援として、病院と保育園の連携により、体調不良の児童への緊急対

応等を継続していきます。 

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

 

 

 
 

計画期間各年度における利用定員の見直し及び公共施設の見直し（民営化）

による定員拡大により保育ニーズへの対応を図ります。 

（第 4 章「２．教育・保育の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

 

 

 
 

利用者の関係で当面は宇城市管内では 1 園で対応します。管外の受入も可

能です。 

３．行政主催のイベント等への託児コーナー設置 

４．ファミリー・サポート・センター事業の充実 

５．病児・病後児保育事業 

６．保育園受入児童の拡充 

７．休日保育事業 
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４．子育て家庭に対する経済的な支援 

 

 

（１）現状と課題 

昨今の厳しい経済情勢の中、児童手当や医療費助成など、子育てに伴う経済的な

負担の軽減施策の充実は家庭における子育て支援の重要課題の一つとなっています。 

平成 25 年に成立した「生活困窮者自立支援法」では、生活困窮者を「現に経済

的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者」と定

義しています。生活の困窮がそのまま子どもの育ちのゆがみにつながるわけではあ

りませんが、生活困窮者の多くが社会から孤立していたり、様々な課題を複合的に

抱えていたり、さらに、生活の困窮がネグレクト等の遠因になる可能性もあるため、

慎重かつ適切な対応が求められます。 

各種手当ての支給や各種補助による経済的な支援を行う一方で、買い換えの周期

が短く、まだ十分利用可能であるにもかかわらず捨ててしまうことの多い子育て用

品については、地域でのフリーマーケット等を通じたリサイクル活用を進めるなど、

子育て費用の軽減策をそれぞれの家庭や地域で考えることも必要です。 

 

（２）本市の今後の取り組み 

 

 

 
児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当、障がい児福祉手当等の支給

により、子育て家庭における経済的負担の軽減を図ります。 

 

 

 

 

保育所保育料については、同一世帯から 2 人以上の子どもが入所した場合、

保育料の減免を行なっています。 

幼稚園就園奨励費補助については、1 人でも入園していれば減免の対象と

しています。また、第 3 子以降の児童の保育料等の無料事業を継続していき、

今後も引き続き、保護者の経済的不安の軽減を図ります。 

 

 

１．各種手当の支給 

２．保育所保育料・幼稚園保育料の補助 
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こども医療費については、引き続き小学校 6 年生までの助成を行います。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 宇城市こども医療費助成事業 

 
 こどもの疾病の早期発見を促進し、その健康保持及び健全育成並び
に子育て支援を図るため、医療費の一部負担金に対し助成を行う。 

 

 
 
  

ひとり親家庭に対する医療費助成制度の継続実施を図ります。 

関連事業及び取組内容 

事業名： 宇城市ひとり親家庭等医療費助成事業 

 
 ひとり親家庭等における父母及び児童の健康保持に助力し、経済的
自立と家庭生活の安定のため医療費の一部を助成する。 

 

 

 
母子・父子自立支援員によるひとり親家庭等の個々の状況に応じた就業相

談や求人情報の提供等を行なうとともに、ひとり親家庭等の就業促進のため、

教育訓練、高等職業訓練、日常生活支援、福祉資金貸付等の就業支援を継続

していきます。 

関連事業及び取組内容 

事業名： ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金事業 
      ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金事業 
      ひとり親家庭等に対する家庭生活支援員派遣事業 

 
 ひとり親家庭の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、その児
童の福祉を増進する。 

 

 

 

ファミリー向け公共賃貸住宅の供給支援については、今後、建て直し時に

入居人員数に応じ環境整備を配慮していきます。 

３．こども医療費の助成 

６．ファミリー向け公共賃貸住宅の供給支援 

４．ひとり親家庭等に対する援助継続 

５．ひとり親家庭等の自立支援 
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公共賃貸住宅確保に関する情報提供について、広報等により随時周知を行

います。 

 

 

 

 
地域におけるフリーマーケット開催など、子育て用品、学校用品のリサイ

クル情報の提供に努めます。 

７．住宅確保に関する情報提供 

８．子育て用品のリサイクル情報の提供 
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私たちは、社会全体で子育ち子育てを支援するまちをつくります。 

そのために必要なこととして、次の３点を掲げました。 

 

 

 

 
 

 

１．地域における子育て支援ネットワーク 

 
 

（１）現状と課題 
 

子どもの発達や健康の状態はそれぞれ異なり、また、保護者の価値観や子育て家

庭の生活スタイルも多様化しています。このような背景を踏まえれば、子育て家庭

におけるニーズは子どもの数だけあるともいえます。 

今後ますます複雑化、多様化する子育てニーズに対応するためには、既存のサー

ビスに子どもや子育て家庭を当てはめるという考え方ではなく、そのニーズを個別

に汲み取り、そのニーズに応えるために地域全体で子育てを行うという考え方に転

換していく必要があります。 

平成 27 年度から実施する「利用者支援事業」では、子どもの健やかな成長を目

指し、子どもや子育て家庭の個別ニーズを把握し、地域にある施設や事業等につな

げることで、子どもや子育て家庭に一番相応しいメニューを確実かつ円滑に利用で

きるように支援します。利用者支援事業を機能させるためには、既存事業を充実す

ることはもちろん、子育て家庭の個別ニーズを適切に把握し施設等につなげていく

コーディネート機能を高めるとともに、地域資源の掘り起こしを進め、地域資源と

のネットワークを構築していくことが必要です。 

今後は、行政等が行う「フォーマル・サービス」だけではなく、地域等が行う「イ

ンフォーマル・サービス」の重要性が一層高まります。それら地域資源とのネット

ワークを構築し、子どもや子育て家庭とつなげることで、子育て家庭の多様なニー

ズに応える環境をつくっていく必要があります。 

基本目標Ⅲ 社会全体で子育ち子育てを 

支援するまちづくり 

 

１．地域における子育て支援ネットワーク 

２．働きながら子育てしやすい環境の充実 

３．子どもにやさしいまちづくり 
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（２）本市の今後の取り組み 
 

 

 
児童福祉センターを子育てに係る情報提供、子ども相談、養育支援、子育

て支援ネットワークの拠点とし、関係機関と連携を取りながら、地域におけ

る子育て支援の推進を図ります。 

また、市の児童虐待の専属機関として、児童虐待の予防及び早期発見・対

応を市内関係機関や県中央児童相談所と連携して行うとともに、宇城市要保

護児童対策及び DV 防止対策地域協議会の調整機関として、保育所や学校だ

けでなく福祉・保健・医療分野など様々な関係者の協力を得て、児童虐待の

防止に取り組んでいきます。 

関連事業及び取組内容 

事業名： こども相談室（家庭児童相談、子育て相談） 

 

 家庭児童相談員及び子育て支援コーディネーターが、養育相談や子育て相談
に対し、助言・指導及び適切な情報提供等の支援を行っている。また、必要に応
じて、専門的な機関を紹介し、関係機関と連携しながら、幅広く子育て支援を行
っている。 

事業名： 親子ふれあい支援事業「親子あそびの教室」 

 

就園前の児童とその保護者を対象とした、親子ふれあい支援事業「親子あそ
びの教室」を実施。月齢別に 2 グループ（１グループにつき親子１２組）に分け、6
月から翌 3 月までの１０か月間、各グループ月 1 回開催している。 

保育士資格を持つ子育て支援コーディネーターが、親子での遊びを通して、
ひとりひとりの子どもに沿った関わり方、子どもの発達を促す丁寧な子育てにつ
いて、保護者への提供を行っている。 

事業名： 親育て支援事業「ＮＰプログラム」 

 

 ＮＰプログラムを開催し、子育てに悩む母親同士の交流の場を設け、互いに悩
みを相談できる関係づくりを促す。また、この事業をきっかけに自主サークルが
発足した例がある。 
定員 12 人で週１回、連続８回の講座 

事業名： 宇城市要保護児童対策及び DV 防止対策地域協議会 

 
 関係機関と連携を図る要保護児童等対策地域協議会の代表者会議及び実
務担当者会議を開催。また、必要に応じて個別ケース検討会議を開催し、情報
共有や支援策の検討を行っている。 

 

 

１．児童福祉センター事業の充実 
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地域で子育てを支える担い手となる子育てボランティアを育成するととも

に、その組織づくりと活動を推進します。 

 

 

 
 

各地域に根ざした身近な相談窓口として、民生委員・児童委員、主任児童

委員、母子保健推進員による子育て家庭に対する相談・支援の充実を図りま

す。また、地域で子育て支援を行っている民生委員･児童委員、主任児童委員、

母子保健推進員と日頃から交流が図れるよう支援します。 

 

 

 
 

幼稚園・保育園・小学校間で連絡協議会を開催し、連携や交流を推進する

ことで、相互の活性化を図り、市内の教育環境の底上げを図ります。 

 

 

 
 

地域の方々が、これまでの学びの成果や経験、技術を子どもたちとの交流

によって伝えることにより、子どもたちの安心を確保します。また、地域の

自治公民館等について、子育て中の親子が利用できるよう努めるとともに、

自治会等への理解を求めながら、子どもと親の利用を促進します。 

体験に基づく多様な理論や認識を深めるため、ボランティアの体験学習な

どにより、障がい者とふれあう機会づくりを行なうなど、体験活動のさらな

る充実に努めます。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名：・学校・家庭・地域連携推進事業 
・放課後子ども教室 

 
地域住民による学校支援とともに放課後の

子どもたちの居場所づくりや体験活動を行う。

・学校・家庭・地
域連携推進事業
６校 
・放課後子ども教
室３校 

・学校・家庭・地
域連携推進事業
８校 
・放課後子ども教
室４校 

 

２．子育てボランティアの育成・組織づくりと活動の推進 

３．民生委員・児童委員、主任児童委員、母子保健推進員による相談・支援の充実 

４．幼児教育の振興に関する政策プログラムの策定 

５．世代間交流など多様な体験活動の推進及び充実 
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関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度) 

事業名：子どもの楽校 

 公民館・体育館施設で体験・講座を行う。 

参加者 48 名 
ボランティア 15 名 

参加者 80 名 
ボランティア 30 名

事業名：児童通学合宿 

 
地域住民による実行委員会組織を設置し、

公民館等の施設を利用した集団合宿を行う。

5 校実施 
参加児童 

124 人 

5 校実施 
参加児童 

150 人 

 

 
 

 

教職員である前に地域住民であることを自覚し、地域の子どもは地域で育

てることをあいことばに、教職員の地域行事への参加を促し、学校と地域の

一体化を図ります。 

６．地域活動への教職員の自主的参加 
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２．働きながら子育てしやすい環境の充実 
 
 

（１）現状と課題 

共働き世帯が増加する中、男女が共に仕事と家庭を両立し、安心して働き続けら

れる環境を整備することは重要な課題です｡ 

近年、仕事と生活との調和を図る「ワーク・ライフ・バランス」の認識が高まり、

以前に比べれば、父親が母親と共に家庭の子育ての役割を担うことも増えており、

社会も変化しつつあります。一方、「宇城市男女共同参画市民意識調査（平成 22 年

度）」によると、育児や子どものしつけについて、主に女性だけが行っていると回答

した割合が 33.8％（主に男性だけが行っているとの回答は 2.6％）になっており、

依然として、女性に子育ての負担が偏っていることがうかがえます。このことから、

家庭の事情や子どもの成長段階に応じて働き方を選択できる環境づくりなどの制度

面の整備とともに、市民の意識啓発も併せて進めていく必要があります。 

女性の就労しやすい環境づくりと併せて、男性の長時間労働の適正化、育児休業

の取得など「働き方の見直し」に向けた啓発や取り組みを進めていくことも必要で

す。 

今後も、結婚、妊娠、出産に関する希望の実現のため、ライフステージの各段階

に応じた結婚、妊娠、出産等に関する正確な情報提供など、切れ目のない支援を推

進していくことが求められます。 

 

（２）本市の今後の取り組み 

 

 

 

地域の保育ニーズを毎年度把握し、保育サービスの充実と柔軟な対応を図

り、認可保育園全園での延長保育実施を継続していきます。 

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

 

 

 

 

少子化や核家族化の進行、就労形態の多様化及び家庭や地域の子育て機

能・教育力の低下など、子どもを取り巻く環境の変化を踏まえ、放課後等に

子どもが安心して活動できる場の確保を図るとともに、次世代を担う児童の 

１．保育ニーズに応じた保育サービスの充実 

２．学童保育所の充実した運営 
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健全育成を支援するため、保護者会等が運営する学童保育所の支援・充実を

図ります。 

（第 4 章「３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」参照） 

 

 

 

 

事業主だけでなく、職場の従業員にも子育て支援の重要性についての意識

啓発を行い、女性労働者の妊娠中や出産後の健康管理、両親が育児休業をと

りやすい雰囲気の醸成、育児休業後の円滑な職場復帰の促進、労働時間の短

縮等、仕事と育児が両立しうる雇用環境づくりに対する理解・協力を求めて

いきます。 

 

 

 

 

出産・育児後の再就職を支援するため、女性の就職に関する講座や研修会

等の情報提供を行います。 

 

 

 

 

市内事業所の会合等の機会を捉え、育児・介護休暇が取りやすい職場環境

づくりへの理解を求めます。 

３．子育てしやすい職場環境づくりの啓発 

４．出産・育児後の再就職に関する情報提供の充実 

５．育児・介護休業法の事業所への周知 
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３．子どもにやさしいまちづくり 

 
 

（１）現状と課題 
 

近年、近所の公園・道路（通学路）・空き地等、生活の場で子どもが事故や犯罪に

巻き込まれる事例が相次いで報告され、子どもたちが戸外で安心して安全に遊べる

環境が損なわれつつあります。 

このような中、「子どもかけこみ 110 番」の家の設置や防犯ブザーの携行、ＰＴ

Ａによる防犯・交通安全パトロールなど、様々な安全対策が工夫されています。子

どもの安全を守るためには、何より地域の大人たち一人ひとりが、「地域の子どもた

ちは地域の大人たちで守る」という強い共通認識をもって、学校・警察・各種団体

等との連携を強化し、地域で継続的に見守っていくことが重要です。 

また、最近は、コンビニエンスストアをはじめ、カラオケボックス、ゲームセン

ターなど、24 時間営業している場所が増えたこともあって、深夜（午後 11 時以降）

に外出する中学・高校生が増えています。子どもの安全確保だけでなく、健全育成

という見地からも子どもの深夜外出を許さないという厳しい姿勢で臨むことが必要

です。 

不特定多数の人が利用する公共的な施設の中にも、授乳やおむつ替えを行う場所

がないため、乳幼児連れでの利用が困難なものが少なくありません。また、道路等

でも歩道がきちんと整備されていないなど、子ども連れで歩くのに危険な箇所がた

くさんあります。 

そこで、このような状況を解消し、子育て中の家族が小さな子ども連れでも気兼

ねなく外出し、社会参加できるように、道路や施設の改善整備を図ることが必要と

なります。 
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（２）本市の今後の取り組み 
 

 
 

 

ＰＴＡ対象に交通安全教室を行い早朝街頭指導などの向上を図ります。 

 

 

 
 

子どもをねらった犯罪を未然に防ぐため、通園・通学路や公園・広場等の

地域環境の中で犯罪の発生しない環境整備を推進します。また、不審者に対

する対応指導や地域における防犯意識の高揚に資するため啓発活動を推進し

ます。 

 

 

 
 

通学路や公園等に随時設置します（区及び行政で対応します）。 

関連事業及び取組内容 

事業名：防犯灯設置・防犯灯設置費等助成事業 

 行政区に防犯灯設置・維持管理補助 

 

 

 

 

今後も「子どもかけこみ 110 番」の家の拡大に努めます。同時に加入者

宅に「子どもかけこみ 110 番」の家の旗を配付し、周囲に分かるよう配慮

します。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度)
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：子どもかけこみ 110 番 

 子どもの避難場所としてフラッグを設置 

フラッグ設置件
数 840 件 

周知率 100％ 

 

１．交通安全教育指導者の育成 

２．防犯対策の推進 

３．通学路や公園等における防犯設備の整備 

４．「子どもかけこみ 110 番」の家等の防犯ボランティア活動の支援 
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公共賃貸住宅の新築及び改修時にシックハウス対策を行います。 

 

 

 
 

公共施設においては、子ども連れの利用者に配慮したおむつ替えスペース

が整備された多目的トイレや授乳コーナーの設置を進めます。 

 

 

 
 

子どもや妊婦、ベビーカー利用の子ども連れが安心して外出できるように、

幅の広い歩道の整備や段差の解消等、安全で快適な歩行空間の確保を促進し

ます。 

 

 

 
 

子育て中の家庭が子ども連れでショッピングや食事を楽しめるよう、ベビ

ーカーでも余裕をもって移動できる幅の広い通路、おむつ替えや授乳のスペ

ース、託児コーナー等が整備された商業施設の普及に向けた啓発を行います。 

 

 

 
 

通学路の整備や防犯灯の設置を推進し、安全な通学路の確保に努めるとと

もに、ＰＴＡ・子ども見守りボランティア等による通学指導の充実を図りま

す。また、「子どもかけこみ 110 番」の家の周知と定期的な見直しを図りま

す。 

ＰＴＡ青色パトロール隊で公用車（パトロール車登録）を利用して各地区

全域の巡回パトロールを実施します。また、各地区において老人会や各団体 

等に、登下校時の通学路の見守り、子どもたちへの声かけ、不審者などの情

報提供を行ってもらいます。 

５．シックハウス対策の推進 

６．公共施設における多目的トイレ、授乳コーナーの設置 

７．子どもや妊婦等が歩行しやすい道路環境の整備 

８．子育て中でも利用しやすい商業施設整備に向けた啓発 

９．安全な通学路の確保 
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関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：・子ども見守りボランティア 
・子どもかけこみ１１０番 

 
・登下校時の見守り 
・子どもの避難場所としてフラッグを設置 

・ボランティア数
103 人 
・フラッグ設置
件数 840 件 

・ボランティア数
130 人 
・フラッグ設置
件数 850 件 

 

 

 

子どもをねらった犯罪を未然に防ぐため、「子どもかけこみ 110 番」の家

の設置拡充など、通園・通学路や公園・広場等の地域環境の中で犯罪の発生

しない環境整備を推進します。また、不審者に対する対応指導や地域におけ

る防犯意識の高揚に資するため啓発活動を推進します。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：子どもかけこみ 110 番 

 子どもの避難場所としてフラッグを設置 

フラッグ設置件
数 840 件 

フラッグ設置件
数 850 件 

 

 

 

地域全体で子どもを育てることを基本に、防犯・安全活動を実施します。

具体的には、保護者・地域の関係団体等による巡回パトロールや「かけこみ

110 番」の家の拡大を図ります。 

関連事業及び取組内容 
現 状 値 

(平成 26 年度) 
目 標 値 

(平成 31 年度)

事業名：月例街頭指導及び青色パトロール 

 
毎月定例の街頭指導と青少年教育担当指導員

による青色巡回パトロール 

全地区 
毎月１回以上 

全地区 
毎月１回以上 

 

１０．地域ぐるみによる防犯活動の推進 

１１．児童・生徒の安全確保 
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保護者に対する不審者や犯罪等に関する情報提供を強化し、迅速な連絡体

制（ゆっぴー安心メール等）を整えます。 

また、警察・小学校・保育園・幼稚園・学童保育所等情報交換に努め、犯

罪・事故等を未然に防止できる体制を確立します。 

 

 

 
 

「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に

関する法律」で対応します。 

 

 

 
 

幼稚園、保育園等では、交通安全ルールの理解及び安全に行動できる習慣

と態度を身に付けることを目標に、教室を開催します。小・中学校では、歩

行者としての安全な行動、自転車の安全な利用、自動車の特性に応じた安全

な行動、交通事故防止と安全な生活について重点的に指導します。 

 

 

 
 

各種広報媒体や各種行事等を活用して、全ての座席のシートベルトとチャ

イルドシート着用の必要性について啓発に努めます。 

 

 

 
 

保育施設対象で防犯講習を実施します。 

１２．犯罪等に関する情報提供の推進及び犯罪・事故等の被害から子ど

もを守るための取組 

１３．幅の広い歩道の整備、及びバリアフリー対応型信号機の設置等 

１４．交通安全教育の実施 

１５．全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい使用の徹底 

１６．防犯講習の実施 
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共働き世帯の増加や就労形態の変化、核家族化の進行などにより、保育ニーズ

は一層高まるとともに多様化しています。これらのニーズに応えるためには、施

設整備を含めた保育環境の整備が必要になります。 

公立保育所等については、公共施設見直し計画により検討を進めることとしま

す。また、民間保育所、私立幼稚園等については、国・県等の関係機関と連携を

図りながら、計画的に施設整備のための支援を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７．保育所等施設整備 



 

 

 
 

 

 

第４章 

子ども・子育て支援事業の推進 
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１．教育・保育提供区域の設定 

 
 

国の基本指針では、市町村は教育・保育を提供する単位として、地理的条件や社会

的条件、教育・保育を提供するための施設の整備状況等を総合的に勘案し、教育・保

育提供区域を設定することとされています。 

合併により誕生した本市では、旧町単位で教育・保育提供区域を設定することも考

えられますが、本市内の保育所については、これまで特に通園区域は設定しておらず、

実際に市内の様々な区域から通園をしている現状があること、また、その方が勤務状

況に合わせた保育所利用や、教育・保育の特性を踏まえた施設の選択等、利用者の細

かなニーズにも対応しやすいことを考慮し、市全域を一つの教育・保育提供区域と設

定することとしました。 
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２．教育・保育の量の見込みと提供体制の確保 

 
 

就学前児童の教育・保育について、幼稚園・保育所の利用実績やアンケート調査の

結果により把握した利用希望などを踏まえ、計画期間内の「量の見込み」を設定しま

す。そして、「量の見込み」に対する「確保方策」を設定することで、ニーズに見合

った提供体制の確保を目指します。 

また、教育・保育の「量の見込み」及び「確保方策」については、子ども・子育て

支援法に基づき、保育の必要性や年齢により区分された下記の認定区分ごとに設定し

ます。 

 

認定区分 内  容 利用できる主な施設 

１号認定 
満３歳以上で、教育を希望する児童 

（保育の必要性無） 
幼稚園・認定こども園※ 

２号認定 

満３歳以上で、保護者の就労等の理由により

保育を必要とする児童 

（保育の必要性有） 

３号認定 

満３歳未満で、保護者の就労等の理由により

保育を必要とする児童 

（保育の必要性有） 

保育所・認定こども園・ 

地域型保育※ 

※ 認定こども園…幼稚園と保育所の両方の機能を併せ持った施設として、県から認定を受けた施設。 

※ 地域型保育…市から認可を受けた家庭的保育、小規模保育、居宅訪問型保育、事業所内保育事業。 

 

【現状】 

本市内には、現在幼稚園４園、認可保育所 21 園が設置されています。近年の保育

需要の高まりにより、保育所では定員の弾力化により定員を超えた受け入れをしてい

る施設もありますが、年間を通して待機児童が発生している状況です。 

本市では、少子化による児童人口の減少という要素と家庭環境の変化などによる子

育て支援サービスのニーズ増大という要素の両方が存在する状況ですが、特に保育ニ

ーズ量については、計画期間の前半部分である 28 年度頃までは増加傾向にあると見

込まれるものの、そこをピークとしてその後は少子化の影響が強くなるために少しず

つ減少していくと見込まれます。 
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「量の見込み」と「確保方策」                     （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 号 2 号 3 号 1 号 2 号 3 号 1 号 2 号 3 号 
①量の見込み 

327 1,127 943 331 1,137 940 335 1,154 906

幼稚園 250  110 110  

保育所  1,078 807 1,078 807  1,078 837

認定こども園 168 39 57 308 39 87 308 59 87

②

確

保

方

策 地域型保育   5 5   5

②－① 91 △10 △74 87 △20 △41 83 △17 23

 

 平成 30 年度 平成 31 年度 

1 号 2 号 3 号 1 号 2 号 3 号 
①量の見込み 

333 1,146 890 331 1,138 872

幼稚園 110  110

保育所  1,098 867 1,098 867

認定こども園 308 59 87 308 59 87

②

確

保

方

策 地域型保育   5 5

②－① 85 11 69 87 19 87

 

【量の見込み】 

アンケート調査の結果に基づき各年度の量の見込みを算出しました。 

保育所への申込数は年々増えていますが、保育を必要とする 2・3 号認定児童の数

は、現在よりもさらに増加し、平成 28 年度頃に 2,077 人とピークを迎えると見込

んでいます。保育ニーズは、就学前人口の減少に伴い、計画期間後半から緩やかに減

少していく見込みですが、当面の間は高い水準を維持するものと見られます。 

なお、２号認定のうち、幼稚園の利用希望が強いと推定されるものについては、幼

稚園を利用することを想定し、量の見込みでは１号認定に含めて計上しています。 
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【確保方策】 

１号認定については、計画期間における利用者の最大見込み人数は平成 29 年度の

335 人ですが、平成 26 年 5 月 1 日現在の利用者数は 398 人、平成 27 年度から

の幼稚園の総定員も 418 人であることから、現在の体制で対応可能です。 

２号認定については、計画期間における利用者の最大見込み人数は平成 29 年度の

1,154 人ですが、平成 27 年度からの保育利用定員は 1,117 人であることから、現

状のままでは供給不足が見込まれます。 

３号認定については、計画期間における利用者の最大見込み人数は平成 27 年度の

943 人ですが、平成 27 年度からの保育利用定員は 869 人であることから、現状の

ままでは供給不足が見込まれます。 

2 号・3 号認定ついては、各年度における利用定員の見直し及び公共施設の見直し

（民営化）による定員拡大により保育ニーズへの対応を図ることとします。 

 

【今後の施設整備計画等による定員拡大計画】 

■２号認定 

※平成 29 年度整備計画等による定員増 20 名 

※平成 30 年度整備計画等による定員増 20 名 

■３号認定０歳児 

※平成 29 年度整備計画等による定員増 0 歳児定員：6 名 

※平成 30 年度整備計画等による定員増 0 歳児定員：6 名 

■３号認定１～２歳児 

※平成 28 年度整備計画 認定こども園まこと幼稚園 

 1 歳児定員：12 名 2 歳児定員：12 名 

※平成 29 年度整備計画等による定員増 1 歳児定員：12 名 2 歳児定員：12 名 

※平成 30 年度整備計画等による定員増 1 歳児定員：12 名 2 歳児定員：12 名 
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３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保 

 
 

地域子ども・子育て支援事業に該当する事業の利用状況やニーズ調査の結果等によ

り把握した利用希望などを踏まえた上で、計画期間内の「量の見込み」及び「提供体

制の確保の内容及び実施時期（確保方策）」を設定します。 

 

（１）延長保育事業（時間外保育事業） 

保育が必要な児童に対し、保育所等において通常の保育時間前後などに保育を

行う事業です。 

 

【現状】 

市内保育所全園で 18 時から 19 時までの１時間の延長保育を実施しています。

平成 25 年度の実利用人数は 968 人となっています。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                     （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

①量の見込 837 838 831 821 809 

②確保方策 968 968 968 968 968 

②－① 131 130 137 147 159 

 

【量の見込み】 

アンケート調査の結果に基づき各年度の量の見込みを算出しました。 

計画期間における利用者の最大見込み人数は平成 28 年度の 838 人で、その

後は減少が見込まれます。 

 

【確保方策】 

現在の体制で対応できる見込みです。 
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（２）放課後児童健全育成事業（学童保育） 

就労などの理由により、昼間保護者が家庭にいない就学児童に対して、学校の

余裕教室や公民館などの施設において、放課後に適切な遊び及び生活の場を与え、

その健全な育成を図る事業です。 

 

【現状】 

市内 15 施設（直営２・法人４・保護者会９）で実施しています。平成 26 年

4 月 1 日現在の利用者数は 680 人（低学年：609 人、高学年：71 人）となっ

ています。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                     （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 
①量の見込 

704 259 691 254 681 260 680 265 685 260 

②確保方策 999 999 999 999 999 

②－① 36 54 58 54 54 

※「低」は低学年児童、「高」は高学年児童  

 

【量の見込み】 

アンケート調査の結果に基づき各年度の量の見込みを算出しました。 

計画期間における利用者の最大見込み人数は平成 27 年度の 963 人で、その

後は 945 人前後で横ばい状態が続くと見込まれます。 

 

【確保方策】 

現在の学童保育所の面積（１人当たり 1.65 ㎡必要）に対する定員は 999 人

であることから、現在の体制で対応できる見込みです。ただし、学童保育所 1 ク

ラブあたりの適正人数がおおむね 40 人とされていることから、要望等による増

設が予想されます。 

※現在、施設整備についての要望はでていない。 
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（３）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病その他の理由により、家庭において児童を養育することが一時的

に困難になった場合に、児童養護施設等において一定期間養育・保護を行う事業

です。 

 

【現状】 

市外の３施設（八代乳児院、八代ナザレ園、みどり園）に委託していますが、

平成 25 年度の利用実績はありませんでした。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                  （単位：人日／年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

①量の見込 3 3 3 3 3 

②確保方策 3 3 3 3 3 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【量の見込み】 

アンケート調査の結果に基づき各年度の量の見込みを算出しました。 

量の見込みは、各年度３人日となっています。 

 

【確保方策】 

現在の委託先で対応できます。 
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（４）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児のいる子育て中の親子に対する交流の場を設けて、子育てについての相

談、情報の提供、その他必要な支援を行う事業で、「子育て支援センター」、「子育

てひろば」と呼ばれることもあります。 

 

【現状】 

市内７施設（社会福祉法人５・社会福祉協議会１・市１）で実施しています。

平成 25 年度の月あたり利用実績は 1,373 人日となっています。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                  （単位：人日／月） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

①量の見込 1,676 1,665 1,610 1,580 1,548 

②確保方策 2,460 2,460 2,460 2,460 2,460 

②－① 784 795 850 880 912 

 

【量の見込み】 

就園していない児童が主な対象児童と見込み、アンケート調査の結果に基づき

各年度の量の見込みを算出しました。 

計画期間における最大見込み量は平成 27 年度の 1,676 人日で、その後は徐々

に減少することが見込まれます。 

 

【確保方策】 

現在、１日あたり最大で 205 人の受け入れが可能であることから、確保量に

ついては、205 人×12 日（週 3 日×4 週）＝2,460 人日／月と見込まれます。

したがって、現在の体制で対応できる見込みです。 
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（５）一時預かり事業（幼稚園における在園児に対する一時預かり） 

現在幼稚園で実施されている預かり保育（通常の教育時間前後や休日、長期休

業期間中に預かりを行うこと。）に相当する事業です。「子ども・子育て支援新制

度」においては、一時預かり事業の類型の一つとして市が実施主体となって行う

こととなります。 

 

【現状】 

市内の私立幼稚園全４園で実施しています。平成 25 年度の延べ利用人数は

15,142 人日（一時的：2,625 人日、恒常的：12,517 人日）となっています。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                     （単位：人日／年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

１号 ２号 １号 ２号 １号 ２号 １号 ２号 １号 ２号 
①量の見込 

1,335 35,040 1,346 35,520 1,367 36,000 1,358 35,760 1,347 35,520

②確保方策 25,530 25,530 25,530 25,530 25,530 

②－① △10,845 △11,336 △11,837 △11,588 △11,337 

※「１号」は一時的利用、「２号」は恒常的利用を想定  

 

【量の見込み】 

預かり保育の利用には、保護者の急用などを理由とする単発的な利用と就労な

どを理由とする恒常的な利用があると推測されます。そこで、教育・保育の認定

区分における 1 号認定児童を一時的な利用、2 号認定児童の一部（幼稚園の利用

希望が強いと想定されるもの）を恒常的な利用の対象と想定しました。 

計画期間における最大見込み量は平成 29 年度の 37,367 人日／年で、その後

は徐々に減少することが見込まれます。 

 

【確保方策】 

市内の幼稚園の預かり保育の受け入れ可能数は 25,530 人日／年（１日の受け

入れ可能数は、一時的：155 人、恒常的 87 人）で、見込量を下回っているため、

新制度移行後の利用状況を見ながら、必要に応じて受け入れ枠の拡大を図り、

平成 29 年度には供給不足の解消を行います。 

※一時的：155 人×年間平均 30 日＝4,650 人日／年 

※恒常的：87 人×年間 240 日（週 5 日×48 週）＝20,880 人日／年
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（６）幼稚園以外（保育所等）の一時預かり 

家庭での保育が一時的に困難になった児童について、保育所等の施設において

預かりを行う事業です。 

 

【現状】 

市内の認可保育所 13 施設で実施しています。平成 25 年度の利用実績は

4,030 人日／年となっています。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                  （単位：人日／年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

①量の見込 5,357 5,353 5,275 5,196 5,116 

②確保方策 16,530 16,530 16,530 16,530 16,530 

②－① 11,173 11,177 11,255 11,334 11,414 

 

【量の見込み】 

保育所を利用していない児童が主な利用対象者と見込み、アンケート調査の結

果に基づき各年度の量の見込みを算出しました。 

計画期間における最大見込み量は平成 27 年度の 5,357 人日で、その後は徐々

に減少することが見込まれます。 

 

【確保方策】 

現状での受け入れ可能枠は、１日あたり 57 人で、年間開所日数を 290 日と

して計算すると 16,530 人日／年となります。したがって、現在の体制で対応で

きる見込みです。 
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（７）病児保育事業 

児童が病気となった場合に、病院・診療所・保育所等に付設された専用スペー

ス等において、看護師等が一時的に預かる事業です。 

 

【現状】 

市内の頌和保育園で病後児保育、豊福保育園で病児・病後児保育をそれぞれ実

施しています。平成 25 年度の利用実績は 599 人日／年となっています。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                  （単位：人日／年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

①量の見込 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

②確保方策 1,740 1,740 1,740 1,740 1,740 

②－① 540 540 540 540 540 

 

【量の見込み】 

アンケート調査の結果に基づき推計した量の見込みは利用実績との乖離が大

きいため、各年度の量の見込みは平成 25 年度利用実績の２倍程度を見込みまし

た。 

 

【確保方策】 

現状での受け入れ可能枠は、１日あたり６人で、年間開所日数を 290 日とし

て計算すると 1,740 人日／年となります。したがって、現在の体制で対応でき

る見込みです。 
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（８）ファミリーサポートセンター事業（小学生） 

乳幼児から小学生までの家庭の保護者と援助を行いたい人との相互活動を支援

する会員制事業です。 

 

【現状】 

ここでの事業は、小学生の放課後の預かりを対象としたものですが、小学生の

放課後の預かり以外の利用を含む平成 25 年度の利用実績は 300 人日／年とな

っています。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                  （単位：人日／年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

①量の見込 20 20 19 19 19 

②確保方策 300 300 300 300 300 

②－① 280 280 281 281 281 

 

【量の見込み】 

アンケート調査の結果に基づき各年度の量の見込みを算出しました。 

計画期間における利用者の最大見込み人数は平成 27・28 年度の 20 人日／年

で、計画期間を通して横ばいです。 

 

【確保方策】 

現在の体制で対応できる見込みです。 
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（９）利用者支援事業 

児童及びその保護者が、幼稚園・保育所・認定こども園における教育・保育や、

一時預かり、学童保育等の地域子育て支援事業等の中から適切なものを選択し円

滑に利用できるよう、身近な場所に専門の支援員を配置し、相談への対応や情報

提供、関係機関との連絡調整等を行う事業です。 

 

【現状】 

子ども・子育て支援法に基づく新規事業のため、現在は未実施です。現在、子

育て支援サービスに関する情報提供や相談については、市広報・ホームページに

よる周知の他、市役所や保育所、地域子育て支援拠点事業等において個別に対応

している状況です。 

 

「量の見込み」と「確保方策」                    （単位：箇所） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

①量の見込 1 1 1 1 1 

②確保方策 1 1 1 1 1 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【量の見込み】 

アンケート調査では利用者支援事業に関する直接の設問はありませんでしたが、

子育て支援サービスの利用等についての相談は一定のニーズがあると見込まれま

す。また、国が示した事業案では、おおむね中学校校区３か所につき１か所の設

置を想定していることから、本市では計画期間の「量の見込み」を１か所と設定

します。 

 

【確保方策】 

子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、これまで以上に子育て支援サービス

の内容や手続きについての利用者支援の必要性が高まることが予想されるため、

早期の実施を目指します。実施場所については、市役所窓口など利用者が相談を

しやすい場所での実施を検討します。 
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（１０）妊婦健康診査 

妊婦の健康管理の充実及び妊娠・出産にかかる経済的負担の軽減を図るため、

市が妊婦健康診査に係る費用を一部負担することで、安心して妊娠・出産ができ

る体制を確保することを目的とする事業です。 

 

【現状】 

新規母子健康手帳交付の方には 14 回分の妊婦受診券を発行し、転入の方には、

妊娠週数に応じて必要回数分を発行しています。 

平成 25 年度実績は、新規母子健康手帳交付数 487 人、転入母子健康手帳交

付数 69 人、妊婦健診受診件数 6,295 件となっています。 

 

「量の見込み」                                    （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

量の見込 556 556 556 556 556 

 

【量の見込み】 

過去の実績から見込み量を設定しました。 

 

【提供体制】 

母子健康手帳を交付する際に、妊婦健康診査受診票を併せて交付します。 
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（１１）乳児家庭全戸訪問事業 

すべての乳児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する情報の提供並

びに乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握を行うほか、養育につ

いての相談に応じ、助言その他の援助を行う事業です。 

 

【現状】 

生後 4 か月までの乳児のいる家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て

支援に関する情報提供を行うとともに、母子の心身の状況や養育環境等の把握及

び助言を行い、支援が必要な家庭に対し適切なサービス提供につなげています。 

平成 25 年度の訪問実績は 498 人となっています。 

 

「量の見込み」                                    （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

量の見込 485 476 466 457 447 

 

【量の見込み】 

平成 25 年度実績の 498 人をベースとして、計画期間中の０歳児人口の推計

値をもとに量を見込みました。 

 

【提供体制】 

現状どおり、母子保健推進員による全対象家庭の訪問を行います。 
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（１２）養育支援訪問事業 

支援が特に必要な家庭を継続的に訪問し、保護者に対して相談支援や育児援助

などを行う事業です。 

 

【現状】 

家庭及び地域における養育機能が低下し、児童の養育について支援が必要であ

りながら、積極的に自ら支援を求めていくことが困難な状況にある家庭に対し、

加重な負担がかかる前の段階において、子育て支援コーディネーターが家庭訪問

を行い、当該家庭における安定した養育ができるよう継続的な支援を行っていま

す。 

平成 25 年度の実績は、対象家庭 14 件（家庭訪問 123 回、電話訪問 207 回）

となっています。 

 

「量の見込み」                                    （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

量の見込 14 14 14 14 14 

 

【量の見込み】 

過去の実績から見込み量を設定しました。 

 

【提供体制】 

養育支援訪問事業は、乳幼児家庭全戸訪問事業の訪問結果や関係機関からの情

報提供等に基づき、育児ストレス、産後うつ等の問題により子育てに対して不安

を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、子育

て支援コーディネーターが継続的に訪問を行い、育児相談・指導や情報提供等を

行います。 
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４．放課後子ども総合プランの推進  
 

すべての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことが

できるよう、国は「放課後子ども総合プラン」を策定し、放課後児童クラブ及び放

課後子ども教室の計画的な整備の方向性を示しています。 

本市においても、前述の放課後児童クラブの量の見込み（必要事業量）に対する

確保方策を推進するほか、放課後子ども教室として、保護者の就労の有無に関わら

ない、児童の安全・安心な居場所づくりに努めます。 

なお、放課後子ども総合プランの推進に当たっては、放課後児童クラブ及び放課

後子ども教室の一体的な、又は連携による実施についても検討していくほか、小学

校の余裕教室の活用等も検討しながら、放課後児童クラブが設置されている学校を

中心に、地域のニーズを踏まえ、市の教育部門と福祉部門が連携して取り組んでい

きます。 

 

（１）放課後児童クラブの平成31年度に達成されるべき目標事業量（P72に記載再掲） 
 

「量の見込み」と「確保方策」                    （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

低 高 低 高 低 高 低 高 低 高 
①量の見込 

704 259 691 254 681 260 680 265 685 260 

②確保方策 999 999 999 999 999 

②－① 36 54 58 54 54 

※「低」は低学年児童、「高」は高学年児童 

 

【量の見込み】 

アンケート調査の結果に基づき各年度の量の見込みを算出しました。 

計画期間における利用者の最大見込み人数は平成 27 年度の 963 人で、その

後は 945 人前後で横ばい状態が続くと見込まれます。 

 

【確保方策】 

現在の学童保育所の面積（１人当たり 1.65 ㎡必要）に対する定員は 999 人

であることから、現在の体制で対応できる見込みです。ただし、学童保育所 1 ク

ラブあたりの適正人数がおおむね 40 人とされていることから、要望等による増

設が予想されます。 

※現在、施設整備についての要望はでていない。 
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（２）一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の平成31年度に達成される 

べき目標事業量 

「放課後子ども総合プラン」に基づき、小学校の余裕教室の活用等も検討しながら、

放課後児童クラブが設置されている学校を中心に、地域のニーズを踏まえ、放課後子

ども教室と一体的な、又は連携による実施ができるよう取り組みを進めます。 

 

項   目 現状 平成 31 年度

学童クラブ及び放課後子ども教室の連携箇所数 2 箇所 3 箇所 

放課後子ども教室スタッフによる学童クラブ（放課後子ども教

室未実施校）への学習・体験プログラム活動の提供箇所数 
0 箇所 1 箇所 

 

（３）放課後子ども教室の平成31年度までの整備計画 
 

【確保方策】  

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

実施箇所数 3 箇所 4 箇所 4 箇所 4 箇所 4 箇所 

 

現在、３か所で実施しています。今後の整備計画としては、小学校における部活動

の社会体育への移行を踏まえ、1か所の増を見込んでいます。 

今後も「放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後児童クラブとの連携を図りな

がら、子どもたちの安全な居場所づくりに努めます。 

【平成25年度実績】 

        １～３年生 参加児童 延人数 5,053人（３校の合計値） 

このうち、学童クラブ入会児童 延人数 1,008人（３校の合計値） 

 

（４）放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の一体的な、又は連携による実施に

関する具体的な方策 

共通プログラムの企画段階から、放課後児童クラブの支援員と放課後子ども教室が

連携してプログラムの内容・実施日等を検討できるよう、定期的な打合せの場を設け

ます。連携型の場合の共通プログラムを実施する場合は、プログラム終了後に安全に

児童が移動できるよう、配慮します。 
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（５）小学校の余裕教室等の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室への活用に関

する具体的な方策 

運営委員会等において、余裕教室の活用状況等について、定期的に協議を行います。

また、事業の実施主体である教育委員会と福祉部局の担当者が学校関係者と話し合う

機会を持ち、放課後子ども総合プランの必要性、意義等について確認し、余裕教室の

活用推進を図ります。 

放課後子ども教室実施日には、必要に応じて、特別教室、体育館、校庭、図書室等

の一時利用ができるよう協議します。 

 

（６）放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の実施に係る教育委員会と健康福祉

部の具体的な連携に関する方策 

放課後活動の実施にあたっては、責任体制を文書化するなど明確化します。また、

総合教育会議を活用し、総合的な放課後対策について協議を行います。 

 

（７）地域の実情に応じた放課後児童クラブの開所時間の延長に係る取組 

平成 31 年度までに、保護者のニーズの把握や保護者との協議の上、適切な開所時

間の設定を検討します。 



第４章 子ども・子育て支援事業の推進 

 

 - 86 -

 
 

５．子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の 

一体的提供やその推進体制の確保 

 
 

（１）認定こども園について 

認定こども園とは、いわゆる認定こども園法に基づき、幼稚園的機能と保育所

的機能を併せ持った施設として都道府県から認定を受けた施設で、以下の 4 つの

類型があります。一般的には既存の幼稚園や保育所が必要な機能を備えて、都道

府県から認定を受けることになります。 

 

幼保連携型※ 幼稚園型 保育所型 地方裁量型 

認可幼稚園と認可保

育所が、一体的な運

営を行うことにより、

認定こども園としての

機能を果たすタイプ 

認可幼稚園が、保育

所的な機能を備えて

認定こども園としての

機能を果たすタイプ 

認可保育所が、幼稚

園的な機能を備える

ことで認定こども園と

しての機能 を果たす

タイプ 

幼稚園・保育所いず

れ の 認 可 も な い 教

育 ・保 育 施 設 が、認

定 こ ど も 園 と し て 必

要な機能を果たすタ

イプ 

※幼保連携型は、「子ども・子育て支援新制度」においては、学校及び児童福祉施設としての新たな

認可施設の位置付けになります。 

 

認定こども園は、幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の保育の必要性

の有無や就労状況の変化等に関わらず柔軟に子どもを受け入れられる施設である

ことから、その必要性は高いものであると考えられます。 

認定こども園への移行自体は、それぞれの施設を運営する事業者の判断に委ね

られることになりますが、本市においては、庁内における認定こども園の窓口を

一本化し、認定こども園への移行を希望する幼稚園及び保育所に対する支援につ

いて取り組んでいくとともに、移行後の施設についても研修の充実や施設への指

導監督等を通じて、質の確保を図っていきます。 

また、認定こども園制度は平成 18 年度から実施されていますが、保護者にと

ってその具体的な内容についての認知度はいまだに低いことから、「子ども・子育

て支援新制度」に基づき保護者が適切な施設を選択できるよう、その周知にも努

めていきます。 
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（２）教育・保育施設等の相互の連携や小学校等との連携の推進 

教育・保育や地域子ども子育て支援事業等を計画的に実施していくためには、

市と教育・保育施設、地域型保育事業、その他の子ども・子育て支援を行う者が

相互に連携し、協働しながら地域の実情に応じた取り組みを進めていく必要があ

ります。 

特に原則満 3 歳未満の保育を必要とする子どもが利用する地域型保育は、満 3

歳以降も引き続き教育・保育を利用できるよう、保育所や認定こども園等と連携

していくことが重要で、これについては、市条例等に定められた基準に基づき、

必要な連携施設の確保等を図っていきます。 

また、教育・保育施設と小学校等との連携についても、連携協議会等の実施を

通じて、小 1 プロブレムや中 1 ギャップといった学校間の段差を少なくし、円滑

な就学ができるよう、取り組んでいきます。 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 計画実現のために 

 

 

 

 

 

 



第５章 計画実現のために 

 

 - 89 -

 

 

１．計画の推進体制 

 
 

本計画の推進にあたり、本市は「子ども・子育て支援新制度」の実施主体として、

子どもとその保護者に適切な環境が等しく確保されるよう、各関係機関と連携し、総

合的かつ計画的に施策を実施していくこととします。 

特に「子ども・子育て支援新制度」に基づく教育・保育及び地域子ども・子育て支

援事業の円滑な実施については、教育・保育施設等を運営する事業者との協力が不可

欠です。 

また、専門性の高い施策及び複数の市町村にまたがる広域的な対応が必要な施策に

ついては、県が策定する子ども・子育て支援事業計画やその他の方針等に基づき、必

要に応じて県の協力を受けながら推進を図っていきます。 

 
 
 

２．進捗状況の点検と評価・公表 

 
 

本計画については、市こども福祉課が中心となって、毎年進捗状況を把握・点検し、

「宇城市子ども・子育て会議」において、その内容について評価を行います。併せて、

計画の進捗状況は、市ホームページ等で公表を行い、市民への周知を図っていきます。 

また、本計画の記載内容について、特に第４章における教育・保育や地域子ども・

子育て支援事業の「量の見込み」及び「確保方策」に関しては、国の制度や市内施設

の状況の変化に伴い、大きく変動することも想定されることから、必要に応じて見直

しを行うこととします。 
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１．施策及び担当課一覧 

 

 

【Ⅰ 子どもがのびやかでたくましく成長できるまちづくり】 
 

１．子どもの権利が大切にされる環境づくり 

施策項目名 担当課 

１．「児童の権利に関する条約」の普及促進 
こども福祉課 

教育総務課 

２．いじめの解消・解決 
教育総務課 

生涯学習課 

３．児童虐待防止等に向けた体制の充実 児童福祉センター 

４．不登校、不登級児童生徒への対応の充実 教育総務課 

５．道徳教育の充実 教育総務課 

６．スクールカウンセラー等の充実 教育総務課 

７．子どもの心の問題に係る相談体制の充実 
児童福祉センター 

教育総務課 

８．関係機関との連携による、個別のニーズに応じたきめ細かな

支援の実施 
教育総務課 

 

２．子どもの健やかな育ちを支える環境の充実 

施策項目名 担当課 

１．食育の推進 健康づくり推進課 

２．乳幼児健康診査の充実 健康づくり推進課 

３．予防接種の推進 健康づくり推進課 

４．歯の健康づくりの充実 健康づくり推進課 

５．乳幼児期の事故防止に関する啓発 健康づくり推進課 

６．疾病や障がいの早期発見・早期治療・早期療育の推進 
健康づくり推進課 

社会福祉課 

７．多様化する発達障がいに対応できる相談体制の整備 
社会福祉課 

教育総務課 

８．小児救急医療体制の充実 健康づくり推進課 

９．応急処置法の指導・啓発 こども福祉課 

10．保健センターや学校における健康診断等の推進 
健康づくり推進課 

教育総務課 

11．子どもの遊び場、親子による交流・自然体験ができる場の提

供 

こども福祉課 

都市整備課 
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施策項目名 担当課 

12．地区自治公民館活動の活性化 
生涯学習課 

（中央公民館） 

13．地域文化の伝承 
教育総務課 

文化課 

14．ボランティア活動の普及・促進 生涯学習課 

15．食に関する生涯学習の場の提供 生涯学習課 

16．外食等栄養成分表示の普及啓発 健康づくり推進課

17．余暇活動の推進 
生涯学習課 

（中央公民館） 

18．喫煙・飲酒・薬物乱用防止 健康づくり推進課

19．情報機器に対応する使用ルールづくりの普及啓発 
教育総務課 

生涯学習課 

20．子どもの自立促進に向けた教育の充実 
教育総務課 

生涯学習課 

 

３．充実した学校教育等の推進 

施策項目名 担当課 

１．教育内容の充実 教育総務課 

２．社会体験的な学習機会の拡充 教育総務課 

３．学校図書館の充実と活用の促進 教育総務課 

４．児童会や生徒会活動等の充実 教育総務課 

５．子ども一人ひとりに応じたきめ細かな指導の充実 教育総務課 

６．ゲストティーチャーの活用による学校教育の活性化 教育総務課 

７．安全で安心な学校施設の整備 教育総務課 

８．幼稚園・保育園と小・中学校との連携 
こども福祉課 

教育総務課 

９．子どもの職業体験機会の充実 教育総務課 

10．交流学習等の推進 教育総務課 

11．児童生徒のスポーツ環境の充実 教育総務課 

12．性教育等の充実 教育総務課 

13．性感染症の情報提供と予防の啓発 教育総務課 

14．命の大切さや家庭の役割などについての理解 教育総務課 

15．小・中学生と乳幼児のふれあい体験 教育総務課 

16．健康診断・体力測定結果の活用 教育総務課 

17．健康教育の充実 教育総務課 
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４．配慮を必要とする子どもへの支援 

施策項目名 担当課 

１．障がい児理解のための啓発 社会福祉課 

２．療育体制の整備・充実 
社会福祉課 

教育総務課 

３．障がい児保育等の充実 
こども福祉課 

教育総務課 

４．療育・教育相談・就学指導体制の充実 教育総務課 

５．療育・教育相談・就学指導に関する広報の充実 教育総務課 

６．障がい児に対する教育支援体制の整備 教育総務課 

７．障がい児教育の充実 教育総務課 

８．在宅心身障がい児に対する支援の充実 社会福祉課 

９．障がい児とその家族に対する支援 
社会福祉課 

教育総務課 

10．学童保育所における障がい児の受入の充実 こども福祉課 

 

【Ⅱ 安心して子どもを生みそだてられるまちづくり】 
 

１．安心して妊娠・出産できる環境づくり 

施策項目名 担当課 

１．妊娠・出産に関する正しい知識の普及・啓発 健康づくり推進課

２．母子健康手帳の早期交付 健康づくり推進課

３．妊産婦訪問指導の充実 健康づくり推進課

４．喫煙についての知識の普及と禁煙・分煙の推進 健康づくり推進課

５．特定不妊治療に対する助成制度の広報 健康づくり推進課

６．男性の育児への積極的参加の促進 こども福祉課 

 

２．子育て家庭に対する相談・情報提供の充実 

施策項目名 担当課 

１．子育てに関する相談や学習の場の充実 
こども福祉課 

児童福祉センター

２．ホームページやガイドブック等の充実 
こども福祉課 

児童福祉センター

３．子育ての仲間づくりの促進 
こども福祉課 

児童福祉センター

４．地域子育て支援拠点事業の実施 こども福祉課 
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施策項目名 担当課 

５．乳児家庭全戸訪問事業の実施 児童福祉センター 

６．養育支援訪問事業の実施 児童福祉センター 

７．親子ふれあい支援事業・親育ち支援事業の充実 児童福祉センター 

８．男女共同参画意識の啓発 人権啓発課 

９．児童虐待防止等に向けた体制の充実【再掲】 児童福祉センター 

 

３．援助を必要とする子育て家庭への支援 

施策項目名 担当課 

１．一時預かり事業の充実 こども福祉課 

２．子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ

事業）の実施 
こども福祉課 

３．行政主催のイベント等への託児コーナー設置 こども福祉課 

４．ファミリー・サポート・センター事業の充実 こども福祉課 

５．病児・病後児保育事業 こども福祉課 

６．保育園受入児童の拡充 こども福祉課 

７．休日保育事業 こども福祉課 

 

４．子育て家庭に対する経済的な支援 

施策項目名 担当課 

１．各種手当の支給 
こども福祉課 

社会福祉課 

２．保育所保育料・幼稚園保育料の補助 
こども福祉課 

教育総務課 

３．こども医療費の助成 こども福祉課 

４．ひとり親家庭等に対する援助継続 こども福祉課 

５．ひとり親家庭等の自立支援 こども福祉課 

６．ファミリー向け公共賃貸住宅の供給支援 都市整備課 

７．住宅確保に関する情報提供 都市整備課 

８．子育て用品のリサイクル情報の提供 こども福祉課 
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【Ⅲ 社会全体で子育ち子育てを支援するまちづくり】 
 

１．地域における子育て支援ネットワーク 

施策項目名 担当課 

１．児童福祉センター事業の充実 児童福祉センター 

２．子育てボランティアの育成・組織づくりと活動の推進 こども福祉課 

３．民生委員・児童委員、主任児童委員、母子保健推進員による

相談・支援の充実 
児童福祉センター 

４．幼児教育の振興に関する政策プログラムの策定 教育総務課 

５．世代間交流など多様な体験活動の推進及び充実 

こども福祉課 

教育総務課 

生涯学習課 

（中央公民館） 

６．地域活動への教職員の自主的参加 教育総務課 

 

２．働きながら子育てしやすい環境の充実 

施策項目名 担当課 

１．保育ニーズに応じた保育サービスの充実 こども福祉課 

２．学童保育所の充実した運営 こども福祉課 

３．子育てしやすい職場環境づくりの啓発 こども福祉課 

４．出産・育児後の再就職に関する情報提供の充実 
こども福祉課 

地域振興課 

５．育児・介護休業法の事業所への周知 
人権啓発課 

商工観光課 

 

３．子どもにやさしいまちづくり 

施策項目名 担当課 

１．交通安全教育指導者の育成 危機管理課 

２．防犯対策の推進 危機管理課 

３．通学路や公園等における防犯設備の整備 
教育総務課 

危機管理課 

４．「子どもかけこみ 110 番」の家等の防犯ボランティア活動の

支援 

生涯学習課 

危機管理課 

５．シックハウス対策の推進 都市整備課 

６．公共施設における多目的トイレ、授乳コーナーの設置 財政課 

７．子どもや妊婦等が歩行しやすい道路環境の整備 土木課 

８．子育て中でも利用しやすい商業施設整備に向けた啓発 こども福祉課 
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施策項目名 担当課 

９．安全な通学路の確保 
生涯学習課 

土木課 

10．地域ぐるみによる防犯活動の推進 生涯学習課 

11．児童・生徒の安全確保 生涯学習課 

12．犯罪等に関する情報提供の推進及び犯罪・事故等の被害から

子どもを守るための取組 

教育総務課 

危機管理課 

13．幅の広い歩道の整備、及びバリアフリー対応型信号機の設置

等 

危機管理課 

土木課 

14．交通安全教育の実施 
教育総務課 

危機管理課 

15．全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい使用

の徹底 
危機管理課 

16．防犯講習の実施 危機管理課 

17．保育所等施設整備 こども福祉課 
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２．子ども・子育て会議条例 

 
平成 26 年 6 月 25 日 

宇城市条例第 16 号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）第 77 条

第１項の規定に基づき、宇城市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」とい

う。）を置く。 

（組織） 

第２条 子ども・子育て会議は、委員 15 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

(2) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(3) 子どもの保護者 

(4) 前３号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補充委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 子ども・子育て会議に会長及び副会長を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 子ども・子育て会議の会議（以下この条において「会議」という。）は、会長が招

集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、意見又は

説明を聴き、資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 子ども・子育て会議の庶務は、健康福祉部こども福祉課において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、

会長が子ども・子育て会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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３．子ども・子育て会議委員名簿 

 

 

役職 氏名 委員構成 機関・団体名

1 会長 出川　聖尚子 学識経験者
大学教授等
（社会福祉・児童福祉）

2 副会長 中島　克幸 児童福祉に関する者 宇城市主任児童委員

3 委員 白井　正晴 教育関係者 校長会（学校教育）

4 委員 木脇　弘二 医療 宇城保健所長

5 委員 藤田　香瑞 保育関係者 保育園代表（事業者）

6 委員 島村　繁子 保育関係者 幼稚園代表（事業者）

7 委員 岡田　朱紀 保育関係者
幼保連携型認定こども園
（事業者）

8 委員 飽本　佳巳 保育関係者 放課後児童（協議会等の代表）

9 委員 外村　綾 保護者 私立保育園代表（後援会代表）

10 委員 吉田　誠 保護者 公立保育園代表（後援会代表）

11 委員 篠﨑　和佳子 保護者 幼稚園代表（後援会代表）

12 委員 入江　義伸 保護者 PTA連合会（学校教育）

13 委員 福田　誠治 児童福祉に関する者 障がい児支援団体

14 委員 中野　透 児童福祉に関する者 子育て支援事業者

15 委員 梶本　文代 企業関係 企業クラブ
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